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第１章 研究背景 
第１節 緒言 
第１項 日本におけるプロスポーツ観戦者の現状について 
 日本に、地域に根づいた経営方針をとるプロスポーツリーグが誕生して、22 年が経過し
た今、その影響は様々なところに見受けられる。日本国内で初めて地域密着を謳った日本
プロサッカーリーグ（以下、J リーグ）は、当初 10 チームしかリーグ傘下にいなかったが、
2015 年現在では 52 チームが 3 つのディビジョンに所属している。J リーグの誕生は、日
本プロバスケットボールリーグ（以下、ｂｊリーグ）や日本フットサルリーグ（以下、F
リーグ）、ベースボールチャレンジリーグ（以下、BC リーグ）などといった、ホームタウ
ンを構えるリーグ・チームの経営に大きな影響を与えた。J リーグ誕生を皮切りに、多く
のプロスポーツリーグ・チームが誕生した背景には、地域に根づいたプロスポーツチーム
を経営することが、ホームタウンに「消費の誘導」、「地域連帯感の向上」、「都市イメージ
の向上」、「社会資本の蓄積」をもたらすと言われ（原田、2002）、ホームタウンは上記の
ような効果をスポーツに期待していることが挙げられる（早稲田大学スポーツビジネスマ
ネジメント研究室・株式会社電通ソーシャルスポーツ・イノベーションチーム、2011 年）。
また、武藤（2013）も、チームを保有する自治体にとってのベネフィットとして、①当該
地域の知名度・イメージの向上、②競技の催行等に伴う経済効果、③クラブチームを核と
する地域住民の連帯感の形成、④住民の健康意識の形成・スポーツ活動への参画の促進、
⑤クオリティ・オブ・ライフ（QOL）の水準の向上を提示している。このように、プロス
ポーツチームを有することによる効果やベネフィットが提示され、日本全国で多くのプロ
 8 
チームが誕生しているものの、プロスポーツの観客動員数は全体で前回調査から 14.8%減
少したという報告もある（笹川スポーツ財団、2014）。図 1 及び図 2 は、J リーグディビ
ジョン 2（以下、J2）とｂｊリーグの 1 試合あたりの平均観客動員数を示している。2 つ
の図が示すように、1 試合当たりの平均入場者数は減少傾向あるいは頭打ちの状況にある
ことが伺える。さらに、1 チームあたり年間入場料収入の平均を概観すると、J リーグデ
ィビジョン 1（以下、J1）が 678 百万円であったのに対して、J2 は 180 百万円であり、
その差は約３倍となっている（J クラブ個別経営情報開示資料、2014）。入場者数が入場
料収入と直結し、チームにとって主たる収入源のひとつであることへの指摘や（武藤、
2008）、入場者数を増やすことの重要性が多くの研究で提言されているものの（Hansen 
and Gauthier, 1989; McDonald and Rascher, 2000）、地域密着型経営を行っているチーム
の入場者数が頭打ちの状態、あるいは減少傾向にある状況や、下部リーグとの入場料収入
の差が拡大していることは、解決すべき緊要な課題といえる。特に、一度来場したスポー
ツ観戦者に再び来てもらう努力をすることは、スポーツマーケティングにおいて重要な課
題のひとつであると指摘されており（松岡、2008）、そのためにはスポーツ消費者の再購
買意図に影響を与える要因を理解することが重要である。 
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図 1  J2 平均観客動員数（J リーグホームページより筆者作成） 
 
 
図 2 ｂｊリーグ平均観客動員数 （ｂｊリーグホームページより筆者作成） 
 
第２項 消費者の意思決定プロセス 
 なぜ、一度スタジアムやアリーナでスポーツ観戦をしたことのある者に、もう一度来場
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ら説明することができる。図 3 に示されているのは、一般的な消費者の意思決定プロセス
である。消費者の購買行動のきっかけは、消費者の現在の状況と理想とする状況とのズレ
が生じることによって、ニーズが生まれ、そのズレを満たすための行動が意思決定プロセ
スであるとされている（Blackwell et al., 2006）。以下では、消費者の意思決定プロセスに
ついての、フェーズごとの詳細について述べていく。自身のニーズを認知したのち、消費
者はそのニーズを満たすサービスや商品といったプロダクトを探すため、情報探索を行う。
この情報探索の方法には、内部探索と外部探索がある。消費者は最初に、自分の経験や知
識をもとに、記憶をたどって、情報を探すが、自分の記憶に有益な情報源がなければ、外
部から情報を探索する。これが外部探索である。ある程度自分自身の中で情報を収集する
ことができれば、そのあと、「購買前の代替評価」というフェーズに入る。ここで、消費者
は購入を決定する前に、代替案の評価を行うとされている。内部探索や外部探索で多く収
集した情報をもとに、自分のニーズを満たしてくれそうなサービスや商品・価格などとい
った条件を比較することが、ここで行われる。そして、実際に商品を「購買」し、購買し
たあとの「評価」を行う。商品を購入するまでのプロセスや実際に購入したあとの使い勝
手など、提供されたサービスに対して評価をするフェーズにおいて、消費者が満足したと
認識すれば、消費の反復行動が行われる。一方、消費行動に対して不満足だったと評価し
た消費者は、再度情報探索を行い、自分のニーズを満たす商品を探し求めるのである。 
 
 
 
 11
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3 消費者の意思決定プロセス（Blackwell et al., 2006 をもとに筆者作成） 
 
 ではなぜ、マーケターは消費の反復行動を促進するようなマーケティングを目指すべき
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されたサービスや商品・経験に対しての満足は、商品に対するロイヤリティの向上に繋が
り、その商品に対するロイヤリティが形成されると、購買行動が「習慣化」されると言わ
れている（Blackwell et al., 2006）。そのフェーズに至ると、なかなか競合する他の商品を
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努力を行うことは、重要であると指摘されている（松岡、2008）。なぜなら、スポーツ消
費者も一般的な消費者と同様に、観戦行動における満足を繰り返し経験すると、そのサー
ビスに対する普遍的な満足を認識し、その蓄積された満足（累積的満足）が、サービスそ
のもの、あるいはサービス提供者に対してポジティブな態度形成を導くためである（松岡、
2008）。 
第３項 スタジアムへの継続的な観戦行動を促進させる要因 
 スポーツ観戦者がスタジアムに赴く要因について、アテンダンス（attendance：促進要
因）という言葉を用い、幅広い独立変数を使用して研究が進められている（Shank, 2005）。
独立変数として用いられている代表的な変数として、動機要因、試合の魅力要因、経済的
要因、人口統計的要因、スタジアム要因、スポーツ関与、ファンアイデンティフィケーシ
ョンが挙げられる（Shank, 2005）。その中でも、動機要因やファンアイデンティフィケー
ション、ロイヤリティは心理的コミットメント要因と呼ばれ、スポーツマーケティング研
究では、再観戦意図に影響を与える要因として、この心理的コミットメントが最も強い要
因であると考えられている（松岡、2008）。また、観戦者を対象に、観戦者の知覚してい
るチームへの帰属意識と再観戦意図の関係性を検証した研究では、チームへの帰属意識が
強く再観戦意図を規定していることが明らかとなった（Matsuoka et al., 2003）。さらに同
研究では、満足から再観戦意図への影響を帰属意識がコントロールする可能性を示唆して
おり、チームに対して帰属意識の高い観戦者は、たとえ試合内容や結果に対して不満足で
あったとしても、再観戦意図を持ち、再びスタジアムでスポーツ観戦する可能性が高いこ
とが述べられている（Matsuoka et al., 2003）。Matsuoka et al.（2003）の研究で提示さ
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れているように、たとえ試合結果やスタジアムで提供されたサービスに対して不満を抱い
ていたとしても、スタジアムでの観戦を促進させる要因を強く認識している観戦者は、マ
イナスの要因を乗り越える、あるいはマイナス要因を折衝する行動をとって、観戦を決定
している可能性が考えられる。 
 レジャー研究において、このマイナス要因を折衝する概念を説明する言葉として、ネゴ
シエーション（negotiation：折衝要因）がある（Jackson et al., 1993）。これは、レジャ
ー活動への参加を妨げる要因（constraint：制約要因）を誰しもが知覚しているが、その
要因を乗り越え、行動を修正して、レジャー活動に参加しているという考え方を基にした
概念である。先述の通り、スポーツ観戦者はスタジアムやアリーナでスポーツを消費する
までのプロセスにおいて、不満足な要因を認知していたとしても、チームに対する心理的
コミットメント要因を強く抱いている観戦者は、再度スタジアムに足を運ぶ可能性が極め
て高いとされている（松岡、2008）。つまりこれは、スポーツ観戦者においても、心理的
コミットメント要因や観戦を促進する要因が影響し、知覚している制約要因を乗り越え、
継続的な観戦行動を繰り返している可能性があることを示している。 
 このように、既存の研究の蓄積から、スポーツ観戦者の継続的な観戦行動を引き起こす、
つまり既存顧客を囲い込むためには、心理的コミットメント要因や観戦行動を促進させる
要因を刺激するマーケティングを行うことが重要であることが理解できる。同時に、これ
までの研究で明らかにされてきた、観戦行動促進要因は、再観戦意図を規定する役割のみ
ならず、観戦行動にマイナスに影響する可能性がある制約要因を、緩和もしくは中和させ
る役割を持つと考えられる。しかしながら、先行研究において、この点に踏み込んだもの
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はなく、スポーツマーケティング研究における制約要因と心理的コミットメント要因や観
戦行動を促進させる要因の関係性への理解は限定的であると言わざるを得ない。 
 
第２節 研究の目的と意義 
 本研究の目的は、スポーツ観戦者の知覚している継続的な観戦行動を妨げる可能性のあ
る構造的制約要因を明らかにし、観戦行動を促進させる要因が、明らかとなった構造的制
約要因を緩和させる働きを持っているのかを検証することである。本研究は 3 つの研究に
よって構成される。研究Ⅰでは、観戦者の知覚している構造的制約要因を明らかにし、性
差・年齢差・昨シーズンの観戦頻度差において、知覚している制約要因が異なるかの検証
を行った。研究Ⅱでは、チームへの愛着と価値といった 2 つの観戦行動促進要因に着目し、
その尺度の構成概念妥当性の再検証を行い、再観戦意図・累積的満足への影響を試みた。
また、研究Ⅰ同様、性差・年齢差・昨シーズン観戦頻度差によって知覚している要因が異
なるかの検証を行った。研究Ⅲでは、再観戦意図を従属変数においた時の、研究Ⅰで明ら
かとなった制約要因と研究Ⅱで用いたチームへの愛着と価値の関係性を明らかにした。 
 本研究の意義として、まず、従来の研究において、継続的な観戦行動を「促進する」と
考えられてきたチームへの愛着や価値が、構造的制約要因を「緩和させる」役割もあるこ
とが明らかとなることで、観戦者の意思決定プロセスモデルに、新たな知見を与え得る点
が、学術的意義として位置付けられる。さらに、実践的意義には、チームサイドに対して、
マネジメントが不可能とされてきた制約要因を抑えることができるという新たな知見を与
え、観戦者の継続的な観戦行動につながり得る貴重な知見を提供することが挙げられる。 
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第３節 用語及び概念の定義 
 観戦者の観戦行動を妨げることを理解することの重要さは、これまでに述べた通りであ
るが、このような要因に対して、「制約」、「リスク」、「バリア」などの言葉が用いられてい
る。「制約」とは、広辞苑によると、「条件を課して自由に活動させないこと。物事の成立
に必要な規定または条件」と定義されている。制約とは、主にレジャー研究でコンストレ
イント（constraint）という言葉を用いて、レジャー活動への参加を妨げる要因として使
われている。スポーツ観戦者を対象とした研究においては、「特定の個人にとってスポーツ
観戦する際、行動を妨害・邪魔する要因」と定義されている（Kim and Trail, 2010）。 
 他方、リスク（risk）はスポーツツーリズム研究や消費者行動研究においては、制約と
類似する場面で用いられている（Carroll et al., 2014; Kim and Chalip, 2004; Taylor and 
Toohey, 2008）。スポーツ観戦者を対象とした研究においても一部援用はされているが、主
に旅行者が旅行中に認知するリスク（旅行中の病気や怪我）や、サッカーW 杯やオリンピ
ックといったメガスポーツイベント開催時に起こり得るテロに対するリスクといった意味
合いで用いられている。なお、この場合の定義は、「スポーツ観戦をしない理由」とされて
いる。Carroll et al.（2014）は、大学スポーツの観戦に来ている大学生を対象に、観戦中
に知覚しているリスク要因を明らかにした研究を行い、心理的・時間・金銭的・身体的・
パフォーマンスの 5 つのリスクを明らかにした。しかしながら、Carroll et al.（2014）の
研究の調査対象者は、質問項目として援用されたリスクについて、7 段階リッカート尺度
（1:まったくそう思わないから 7:非常にそう思う）で、平均 2.33 しか認知しておらず、レ
ジャー研究において普遍的な制約要因と認識されている項目である時間やコストに関する
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平均値も低い値となっている。この結果の背景には、リスクという項目や概念そのものが、
スポーツ観戦者にはそぐわないということが考えられる。 
 また、制約と類似する現象を指す、バリア（barrier）も用語として使われている。ただ
し、バリアは「レジャー活動への参加を邪魔する、すべての要因」（Crawford and Godbey, 
1987）と定義されており、リスクとバリアは最終的に、参加を中断・中止が行動のアウト
プットとなる（Raymore et al., 1994）点が、制約と異なる点である。 
 このように、消費者の行動を妨げる、あるいは抑制する研究で使われる単語として、リ
スク（risk）、バリア（barrier）や制約（constraint）が含まれるが、本研究では継続的な
スポーツ観戦行動に影響を与える制約要因についての研究を行うため、また、スポーツ観
戦もレジャー活動の一部であることから（Kim and Trail, 2010）、主にレジャー研究から
の概念を援用し、「制約」を研究に用いることにした。Jackson（1997）の研究で、制約と
は「参加者個人が経験によって知覚しているレジャー活動への参加を妨げる要因」と定義
されており、多くの研究でこの定義が用いられているが、本論では、スポーツ観戦者の継
続的な観戦行動に着目した制約要因について言及するため、制約を「観戦者個人が経験に
よって知覚している観戦行動を妨げる要因」と操作的に定義した。 
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【メディア】 
テレビ視聴 
新聞や雑誌を読む 
映
画
を見に行く 
【文化的活動】 
コンサートや歌謡ショーなどを見る 
バレエ・オペラ・ダンスなどを見る 
美術館に行く 
フォークダンスやスクエアダンスをする 
劇場に行く 
【スポーツ活動】 
スポーツイベントの観戦 
フィットネス活動（eg. ジョギング、水泳） 
チームスポーツ（eg. サッカー） 
個人スポーツ（eg. ゴルフ） 
対人スポーツ（eg. テニス） 
【野外活動】 
ピクニック 狩
り・
狩猟
 
ガーデニング 
日帰りの外出（動
物
園・博
物
館） 
ハイキング 
ボート・キャンプ 
【社交的活動】 
友人を訪ねる 
友人と楽しむ 
デートをする 
パーティーに出席する 
社交ダンス 
室内ゲームパーティー 
【趣味】 
油絵・デッサン・スケッチ 
木工・家具の再
生
 
収集（eg. コイン、切手） 
刺繍・裁縫・編み
物
 
フラワーアレンジメント 
写真撮影・ビデオ制作 
第２章 先行研究の検討 
第１節 レジャー活動の分類・類型化 
 レジャーとは、様々な時代に、活動として、義務から自由になる時間として、意味ある、
満足のいく経験として、あるいはこれらの組み合わせとして記述されてきた
（Csikszentmihalyi, 1981）。レジャー活動は 6 つによって類型化されると指摘した研究が
行われている（Ragheb, 1980）。Ragheb（1980）の研究では、レジャー活動への満足や、
態度に関する要因や人口統計的要因がレジャー参加に及ぼす影響を、アメリカの青年・成
人サンプルを対象に調査を行い、41 の活動を、メディア・文化的活動・スポーツ活動・趣
味・社交的活動・野外活動の 6 つに分類した（図 4 参照）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4 レジャー活動の 6 つの類型化（Ragheb, 1980 をもとに筆者作成） 
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 また、Stebbins（1982）の研究では、レジャー活動の分類について、シリアスレジャー
（serious leisure）とカジュアルレジャー（casual leisure）に分類することを提唱してい
る。シリアスレジャーとは、「特別なスキルおよび知識の習得と、その発揮にかなりの年季
が必要であるからこそ、対象者にとって充分に価値があり、興味が刺激されるような、ア
マチュア、愛好家、ボランティアといった人たちの組織的・系統的な趣味的活動」（西野、
2004, p.58）と定義されている。一方で、カジュアルレジャーとは、楽しむために技術や
知識を要さない、比較的短時間で終わり、すぐに満足感を味わえる活動と言われている
（Stebbins, 1997）。シリアスレジャーとして類型化されるレジャー活動には、混声合唱や
長距離ランナー、ツーリズム、ボランティアが含まれる一方、カジュアルレジャーには、
遊びや昼寝といったリラックスすること、社交の場に赴くこと、スポーツ観戦が含まれる
（Stebbins, 1982; Stebbins, 2001）。このように、レジャー活動の種類は数多あるものの、
そのレジャー活動を行うための知識や技術を要するか否かでそれらを分類することができ、
スポーツ観戦というレジャー活動は、カジュアルレジャーに含まれることが明示されてい
る。このように、レジャー活動をカジュアルとシリアスに分類を行っているものの、それ
ぞれで知覚する制約要因が異なるかを検証した研究は行われていない。 
 
第２節 制約要因に関する研究 
第１項 制約要因の理論的背景 
 人々のレジャー活動を妨げる要因を説明する言葉として、レジャー研究では、「制約」が
多く用いられている。制約要因の基本的な考え方は、図 5 に示されている通り、個人が特
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制約 
選考 参加 
定の活動への参加を妨げる様々な要因のことを指す（Searle and Jackson, 1985）。これら
をキーワードとした研究は、1980 年代後半から 1990 年代にかけて最も盛んに行われた。
レジャー活動参加者の行動を制約する要因に関する研究を行う必要性としては、主に 3 つ
が挙げられている（Jackson, 2005）。ひとつ目は、個人がそのレジャー活動を選択する際
に影響を及ぼすポジティブ・ネガティブな要因を理解することにつながることである。二
つ目は、制約要因の研究はこれまで包括的に理解されてきたレジャー活動を行う動機や参
加満足に加わる新たな側面になると言われている。そしてもうひとつは、多様な研究者同
士のコミュニケーションや交流を活発化させる役割を、制約要因に関する研究が果たすと
されている（Jackson, 2005）。また、消費行動研究においても、消費者は時として、消費
行動にネガティブに影響する要因を、ポジティブに影響する要因と同等あるいはそれ以上
に重きを置いて、消費を決定していると言われており（Howard and Sheth, 1969; Kim and 
Trail, 2010）、制約要因をテーマとした研究を行う重要性が伺える。 
 
 
 
 
図 5 制約要因の基本的な考え方（Jackson, 2005 をもとに筆者作成） 
 
 レジャー研究において、レジャー活動への参加を妨げる、あるいは制約する要因に関す
る研究が多く行われていると述べたが、その中でも、レジャー参加者の知覚する制約要因
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を整理した研究として、Crawford and Godbey（1987）の研究が先駆的であると言われて
おり、その後も多くの研究者によって引用されている（Crawford et al., 1991; Hinch et al., 
2005: Jackson et al., 1993; Shaw et al., 1991）。Crawford and Godbey（1987）の研究で
は、レジャー活動参加へのニーズを認知してから参加するまでのプロセスで、人が知覚す
る制約要因を、個人内（intrapersonal）、個人間（interpersonal）、構造的（structural）
制約の 3 つに分類した（図 6）。個人内制約とは、レジャー活動に参加する個人が意思決定
を妨げるストレスや不安、社会性などといった心理的影響であると説明されている。レジ
ャー活動を行いたいという動機がある時に、最初に認知すると言われている。この制約が
一番強い制約要因であると指摘されており、マネジメントが難しい制約要因である
（Alexandris and Carroll, 1997a）。次に個人間制約とは、個人同士の相互交流や参加者同
士の関係性を示しており、参加するにあたって、一緒に活動する人を探す。そして最後に、
活動に参加することを決定する手前で認知するのが、構造的制約であり、人を取り巻く外
的状況要因によって生じる機会の欠如や活動費用の不足といった要因が含まれている（佐
橋、2004）。他にも家族のライフサイクルの変更や経済的要因、季節、自身の都合などが
含まれており、3 つの制約要因の中では、構造的制約が最も弱い制約、言い換えればマネ
ジメントしやすい制約要因であると言われている（Alexandris and Carroll, 1997a; Trail 
et al., 2008）。この構造的制約要因を乗り越えると、活動に参加するという決定がされる。
Crawford and Godbey（1987）の研究では、これら 3 つの制約要因は分断されて考えられ
ていたが、Crawford et al.（1991）は、個人が知覚しているこれら要因を乗り越えること
によって、レジャー活動への関与や継続的な参加につながることを述べている。 
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レジャー趣向 個人間適合 参加（不参加） 
個人内制約 個人間制約 構造的制約 
 
 
 
 
図 6 レジャー活動における制約要因の階層的モデル 
（Crawford et al., 1991 をもとに筆者作成） 
 
第２項 レジャー参加者の知覚する制約要因 
 レジャー参加者の制約要因尺度の開発を最初に行った研究として、McGuire（1984）の
研究が挙げられる。この研究では、中高年代を対象にレジャー活動への参加を制約する要
因の研究を行っており、この年齢層に属する人々が行いたいと考えているレジャー活動に
参加できない要因を明らかにする、Leisure Constraint Questionnaire （LCQ）を開発し
た。因子分析を行った結果、「外的要因」、「時間」、「承認」「才能」、「身体的余裕」といっ
た 5 側面を明らかにした。しかし、他のサンプルを用いての検証の必要性や、他の制約要
因の存在、制約要因を少なくする方法など、課題も指摘されている。この研究を皮切りに、
様々なセグメントを対象とし、その属性が知覚している制約要因を明らかにする研究が行
われた。例えば、女性のみに特化し、尺度開発を行っている研究もある（Henderson and 
Stalnker, 1988）。この研究では、「時間」や「興味」、「金銭的」といった、性別に関係な
く知覚しやすい制約要因が明らかになったと同時に、女性特有とも考えられる、「家族の事
情」や「身体的イメージ」が制約要因となり得ることを提示した。反対に、女性は特定の
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レジャー活動に必要な「スキル」や「技術」は特段、その行動を妨げる要因にはなりにく
いことも指摘している。その他、レジャー研究で行われている制約として抽出された要因
は表 1 のようにまとめられる。レジャー活動への参加を妨げる要因を明らかにした研究は
多く行われており、その中でも、参加にかかるコスト、時間やその他の活動への参加、施
設の問題、隔離、技術や才能がないといった要因がレジャー活動に参加する際の普遍的な
要因になると述べられている（Jackson, 2005）。 
 
表 1 制約要因一覧 
著者 制約要因 
McGuire（1984） 外的要因 時間 承認 才能 身体的余裕  
Henderson and 
Stalnker （1988） 
時間 金銭的 施設 
家族の事情 無認識 興味 
意思決定 身体的イメージ 技術 
社会的不適正   
Backman（1991） 個人的 社会的 金銭的 交通 プロモーション  
Jackson（1993） 社会的隔離 アクセス 個人的 コスト 時間的 施設 
Raymore et al. 
（1993） 個人内 個人間 構造的 
Jackson and 
Henderson（1995） 
社会的・地理的隔離 交通・コスト 技術不足 
施設 家族・仕事の都合  
Alexandris and 
Carroll（1997a, b） 
心理的 知識不足 施設 
アクセス 興味がない 同伴者の不在 
時間   
  
 このように、多くの研究でレジャー活動への参加を妨げる要因として抽出されており、
制約要因の中心概念の抽出も行われ、レジャー研究において制約要因に関する研究の蓄積
がされてきている。また、性別や年齢、レジャー活動への参加頻度といった、レジャー参
加者の人口統計的変数によって、知覚している制約要因が異なるかの検証も複数の研究で
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行われている。例えば、複数の研究では女性の方が男性と比較して、制約要因を知覚しや
すいと結論づけている（Alexandris and Carroll, 1997a; Jackson and Henderson, 1995）。
特に女性は恥ずかしさや自意識といった、参加する際の心理的障害を含む「個人内」にあ
る制約要因や、一緒に活動する友人がいない、家庭内の仕事で忙しいといった「個人間」
の要因が高いことが明らかとなっている（Jackson and Henderson, 1995; Raymore et al., 
1994）。一方で、男性が高く知覚している制約要因の代表的な要因として、「仕事があり、
時間に都合がつかない」が女性と比べて高いことが明らかとなっている（Searle and 
Jackson, 1985）。このように性別によって知覚している要因の違いは、特に女性の文化的
な性役割に依存していることが多いことが伺える（Jackson and Henderson, 1995）。 
 また、参加者の年齢によっても認知している制約要因が異なることを検証している。
Searle and Jackson（1985）の研究では、家族や仕事に関する制約要因は、年齢が若い時
は認知されにくいが、年齢を重ねるにつれて、その要因は強まり、さらに年を重ねると、
若い時のようにその要因の影響は低くなるという、逆 U 字の曲線を描くことが指摘されて
いる。しかし、活動が行われている場所に行くためのアクセスや、活動自体に参加する機
会といった要因は、U 字曲線を描くとされ、年齢が若い時、老いた時に、それを最も知覚
し、その間の年齢ではそれほどその要因の影響を受けないとしている。 
 レジャー活動への参加頻度によって、影響している制約要因が異なるかの検証も行われ
ている。例えば個人のレジャー活動への参加レベルによって知覚している制約要因が異な
る。より参加頻度の少ない参加者は、個人内や構造的制約要因を知覚しているとまとめた
研究もある（Raedeke and Burton, 1997）。しかし参加頻度が多いからといって、制約要
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因を知覚していないわけではないことを指摘している研究があり（Alexandris and 
Carroll, 1997b）、また、複数の研究では、制約要因は明らかとなっているものの、すべて
の要因が必ずしも参加を妨げたり、減らしたりしているわけではないことを指摘しており、
他の概念が制約要因と参加行動の間を仲介している可能性が示唆されている（Kay and 
Jackson, 1991; Scott, 1991）。 
第３項 ネゴシエーション研究 
 これまでレジャー研究で行われてきた制約要因に関する研究の多くはレジャー活動に参
加するために「克服できないもの」（insurmountable obstacles）として捉えられていたた
め（Jackson et al., 1993）、制約要因はバリア（barrier）と同義のものとされていた。確
かに、複数の研究では制約要因が参加行動を妨害、邪魔をしているという指摘もあるが
（Carroll and Alexandris, 1997; Raymore et al., 1993）、制約要因から参加の間にネガテ
ィブな関係が存在することに疑問を呈している研究も複数あり（Kay and Jackson, 1991; 
Shaw et al., 1991）、さらに「参加」と「制約」の 2 変数のみで両者の関係性を検証する
には限界があると指摘されているのも事実である（Carroll and Alexandris, 1997）。また、
実際にレジャー活動への参加頻度の高い参加者も、制約要因を知覚していることが明らか
にされており（Alexandris and Carroll, 1997b）、Carroll and Alexandris（1997）もレジ
ャー活動に参加する行動をとるということは、何も制約要因を知覚していないのではなく、
それらをなんらかの形で乗り越えていることだと強調している。制約要因は他の変数と相
互に作用することによって、行動を修正すると言われており（Jackson et al., 1993）、こ
れをネゴシエート（negotiate）と呼び、自分の中で制約要因に対して折り合いをつけて、
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行動を決定していると述べている（Jackson et al., 1993）。さらに、参加者がどのような
要因が働いて制約要因を打ち消すのかを理解することは、実務レベルにおいても重要であ
ると指摘している（Son et al., 2008b）。では実際にどのような要因によって、継続的にレ
ジャー活動に参加している参加者は、自分の行動に折り合いをつけているか。Scott（1991）
は、質的インタビューをもとに、①情報を獲得するように努める、②時間調整をしにくく
なったメンバーのためにスケジュールを変更する、③技術を身につけるといった、3 つを
ネゴシエーション変数として提示した。また、図 7 のように、レジャー活動に参加するた
めの「動機」が制約要因と強く影響していることも指摘されており（Alexandris et al., 
2002）、制約要因と動機は同時に研究されるべきであることが指摘されている。実際、レ
ジャー活動参加への動機が強いほど、知覚している制約要因を排除して、参加につなげる
意思が強いことを述べている研究もある（Carroll and Alexandris, 1997）。 
 
 
 
 
                    
図 7 動機と階層モデルの関係性（Jackson et al., 1993 をもとに筆者作成） 
 
 レジャー活動におけるネゴシエーション研究を、実際に量的調査を用いて行っているも
のが、Hubbard and Mannell（2001）の研究である。この研究では、参加者の活動への参
レジャー趣向 個人間適合 参加レベル 
個人内制約 個人間制約 構造的制約 
動機（魅力） 
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加動機と知覚している制約要因、行動といった 3 つの変数をひとつのモデルに組み込み、
4 つのモデルを提示し、どのモデルが一番参加を説明するモデルとして適しているかを検
証した。なお、Hubbard and Mannell（2001）の研究で、ネゴシエーション変数に用いら
れた項目は、表 2 に記載されている通りである。 
 
表 2 ネゴシエーションの質問項目 
因子 項目 
Time Management 
I try to teach my kids to be more responsible and help with things 
I cut short the activity session 
I get up earlier or stay up a later to increase fitness and recreation 
time 
Skill Acquisition 
I learn new activities 
I swallow my pride and do the best I can 
I ask for help with the required skills 
Interpersonal  
Coordination 
I try to find people with similar interests 
I participate in activities with people of the same gender 
I try to find people to do activities with 
Financial 
I try to budget my money 
I have just learned to live within my means 
I improvise with the equipment and/or clothes I have 
 
 モデル適合度の検証を行った結果、Constraints-Effects-Mitigation Model（図 8）のモ
デル（CMIN/df=1.62, CFI=.95, RMSEA=.06）が一番適切であることが分かった。制約要
因を知覚している参加者は自身の行動に折り合いをつけて、参加していることが明らかに
なった。また同時に、活動に対して動機のある参加者は、より自身の行動をネゴシエート
して、参加行動につながっていることも示された。しかし、動機から参加への直接的なパ
スは有意でなかったことを理由に削除されており、活動への動機自体が強ければ、ネゴシ
エーション変数を介さなくても、活動につながることは実証的に証明されていない。 
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図 8 Hubbard and Mannell（2001）研究結果 
 
 Son et al.（2008b）の研究では、Hubbard and Mannell（2001）の提示したモデルを
組み換え、別のサンプルを用いて、調査を実施した。結果、Hubbard and Mannell（2001）
の研究同様、活動への動機が制約要因を打ち消す結果を導くことはできなかった。2 つの
研究結果から動機の強い参加者は、より自分の活動への行動に折り合いをつけて参加して
いることが明らかとなった。しかし、参加者のネゴシエーションをより詳細に理解する上
で、他の媒介変数や行動意図を測定する従属変数を取り入れたモデルの検証を行う必要が
あることを指摘している点や（Hubbard and Mannell, 2001）、モデルを用いた研究では
なく、一つひとつの制約要因とネゴシエーション変数の関係性を検証していくことが望ま
しいという指摘もある（Son et al., 2008b）。 
 これまでのネゴシエーションプロセスを検証した研究においては、動機を用いた研究が
行われていたが、継続的な参加を説明するのは動機ではないと指摘する研究もあるにも関
わらず（Son et al., 2008a）、今までのネゴシエーション研究では、レジャー活動への態度
を媒介変数に用いた検証は、ほとんど行われていない。しかし、レジャー活動に対して、
ポジティブな態度を保つ参加者は、制約要因を克服する可能性を示唆しており、態度的変
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数を媒介変数に用いたモデルの検証を行うことが必要とされている。態度的変数をネゴシ
エーション変数の替わりに用いた唯一の研究として、レジャー活動への愛着（activity 
attachment）を媒介変数におき、制約要因と参加活動への影響を検証した研究が行われて
いる（Alexandris et al., 2011）。この研究では、図 9 のようなモデルを立て、スキーを行
う人を対象に、スキー活動への愛着が制約要因からスキー参加意図への影響を打ち消すネ
ゴシエーション変数になり得るかの検証を行った。データはギリシャ北部に位置するスキ
ーリゾートで収集し、共分散構造分析を用いて分析を行っている。結果、スキー活動への
愛着が部分的に、スキー活動の際、知覚する制約要因を緩和させる要因になり得ることを
実証し、スキー活動への愛着が動機と行動意図の媒介変数になることを指摘している。こ
の結果は、今までの研究では、動機から行動意図への影響のみの検証を行っており、さら
に活動への愛着が制約要因を緩和する態度的変数になり得ることを指摘した点は、新たな
知見を与える研究であるといえる。しかし、媒介変数の影響を検証する際、最初に独立変
数と従属変数の 2 つの変数の関係性が負であることを証明した前提で（Alexandris et al.
の場合、制約要因から意図へのパス）、媒介変数から従属変数への影響が正の影響であれば、
媒介変数としての役割が証明される。しかし、Alexandris et al.（2011）の研究では、制
約要因からスキーへの参加意図への直接的なパスが検証されていないため、スキー活動へ
の愛着が制約要因と活動への意図を媒介しているという結論は成立しない。 
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図 9 Alexandris et al.（2011）で検証されたモデル図 
 
 このように、Hubbard and Mannell（2001）のモデルを援用し、制約要因を緩和するネ
ゴシエーションの概念を説明するため、制約要因と参加の関係性を、活動への動機や活動
への愛着といった態度的変数を媒介変数として用いて、モデルで検証しようとした研究は
複数行われている。しかし、動機に制約要因を直接的に緩和させる働きは証明されず、活
動に対して強い動機を持つ参加者は、より制約要因を克服しようとしていることが明らか
となった。また、媒介変数を用いる時、独立変数から従属変数への直接的なパスは、理論
的根拠がなければ因果関係を示すパスは引けない（Hair et al., 2010）。ネゴシエーション
としての媒介変数の役割を証明する場合、制約要因から動機や態度的変数へのパスを引く
理論的根拠が示されておらず、まずはそこを説明する必要がある。さらに、独立変数から
従属変数への影響の検証も行われていない。よって、制約要因を緩和する働きをネゴシエ
ーション変数が担っているかを、媒介変数を用いて、従来の研究のように、共分散構造分
析といったモデルを用いて因果関係を証明することは、現時点では困難であり、別の分析
方法を用いて、制約要因とポジティブな態度的変数、従属変数の関係性を示す研究を行う
必要性がある。 
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第４項 スポーツマーケティング研究への応用 
 スポーツマーケティング領域において、観戦者を対象とした制約要因に関する研究は多
くないものの、観戦者の知覚しているリスクと再観戦意図との関係性を検証する必要性は
述べられている（吉田ら、2013）。観戦者の認識している制約要因を理解する理由は 2 つ
あると指摘されている（Kim and Trail, 2010）。最初の理由として、個人の「選択する」
理由を理解するために、制約要因を理解することは重要であると指摘されており、もうひ
とつは観戦者の減少を抱えているチームにとって制約要因を理解するこことは、重要な知
識となり得るからと言われている。 
 観戦者を対象とした制約要因研究は、観戦者の知覚している包括的な制約要因の尺度開
発は行われていないものの、レジャー研究の概念を援用し、性別（Trail et al., 2008; 
Yamashita and Harada, 2015）や年齢（Yamashita and Harada, 2015）、観戦者が所持
しているチケットの種別（Casper et al., 2009）、ファン歴や知覚している心理的･行動的
ロイヤリティ（Yamashita and Harada, 2015）によって知覚している制約要因が異なる
ことを実証している。性別によって知覚している制約要因が異なることを明らかにした
Trail et al.（2008）では、スポーツマーケターがマネジメント可能である、59 項目からな
る構造的制約要因に着目し、性差の検証を行った。結果、男性は、他のスポーツイベント
への参加や観戦、チームの成績を、女性よりも制約要因と知覚しており、一方で女性は天
候を男性よりも知覚していることが明らかにした。Casper et al.（2009）の行った研究で
は、アイスホッケー観戦者を対象に知覚している制約要因を明らかにし、観戦者がその日、
保持しているチケットの種別によって、認知している制約要因が異なるかの検証を行った。
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その結果、抽出した因子として、「時間」、「コスト」、「会場へのアクセス」、「会場のきれい
さ」、「社会的交流の不足」、「興味がない」の 6 つの因子構造からなることが明らかとなっ
た。さらに、当日チケット保持者の方がシーズンチケット保持者と比較して、「時間」と「会
場のきれいさ」の 2 因子で、有意に高く知覚しており、「コスト」ではシーズンチケット
保持者より、当日チケット、ハーフシーズンチケット保持者が有意に高く認識していた。
日本国内における、観戦者の知覚している制約要因に関する研究はほとんど行われていな
いのが現状である。唯一、J リーグ観戦者の知覚している制約要因に着目した、Yamashita 
and Harada（2015）の研究では、6 つの制約要因（心理的、会場のクオリティ、付帯的
価値、スケジュール、アクセス、応援しているチーム）を明らかにした。また、観戦者の
知覚している制約要因研究でも行われている通り、性差、年齢差といった、人口統計的変
数によって知覚している制約要因を比較した。さらに、観戦者の知覚している心理的・行
動的ロイヤリティやファン歴によって知覚している制約要因が異なるかの検証も行ってい
る。その結果、ファン歴が長くなればなるほど、そして心理的・行動的ロイヤリティが高
まれば高まるほど、制約要因は少なくなることが明らかとなった。ここから、心理的・行
動的ロイヤリティの高い観戦者は制約要因を知覚していないのではなく、知覚している制
約要因を乗り越えて、観戦行動を繰り返している可能性を示しており、どのような変数が
働いて、制約要因を乗り越えているかを理解することが重要であると述べている。この研
究は、日本のスポーツ観戦者が知覚している制約要因を明らかにした最初の研究ではある
が、観戦者個人が知覚している心理的因子や応援しているチーム因子といった、レジャー
研究ではマネジメントしにくいとされている、「個人内」制約要因が因子の中に含まれてお
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り、最もマネジメントに効果的な構造的制約要因を少なくし、観戦者の継続的な観戦行動
につなげる方策については言及していない。また、開発された尺度の構成概念妥当性は低
く、汎用性が低いことが考えられるため、より多くの調査を積み重ね、観戦者の知覚して
いる制約要因を洗い出す必要性がある。 
 スポーツ観戦者を対象とした制約要因研究では、動機と制約要因の関係性を検証した研
究も行われている（Kim and Trail., 2010; Trail and Kim, 2011）。Kim and Trail （2010）
の研究では、観戦者の動機と制約要因を内的・外的にそれぞれ分類し、動機と制約は表裏
一体の関係性にあることを指摘した。例えば、応援しているチームの勝利が続くと、チー
ムのパフォーマンスが観戦行動にプラスに影響し（動機）、一方で応援しているチームが負
け続けると、観戦行動は繰り返されない（制約）と述べている。また、Trail and Kim （2011）
は、今まで行われてきたチームスポーツを対象とした研究の多くが、潜在観戦者の認知し
ている観戦動機に関する研究が多く行われてきたが、観戦行動を制約する要因も観戦の意
思決定に同じくらい影響する重要な要因であることを指摘しており、マネジメントサイド
は観戦行動を妨げる可能性となり得る要因を探り、それを緩和させる戦略をとるべきであ
ると指摘している。 
 スポーツ観戦者の知覚している動機とチームアイデンティフィケーションをそれぞれネ
ゴシエーション変数と捉え、検証を行った研究も行われている（Casper et al., 2009）。こ
の研究では、制約要因と動機・チームアイデンティフィケーションの相関係数を算出し、
動機がコストや時間といった制約要因を緩和させる可能性を示唆した。しかし、制約要因
と動機、チームアイデンティフィケーションの関連性には理論的根拠があるわけではない
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ため（Casper et al., 2009）、そもそも心理的変数がネゴシエーション変数として、制約要
因を緩和、中和させる役割を果たしているのかは、因果関係やモデルで解明できるかは定
かではない。また、レジャー活動への継続性を測定する項目として、動機ではなく、態度
的変数を用いることが重要と指摘されていることから（Son et al., 2008a）、観戦者の継続
的観戦行動について述べる際には、態度的変数との関係性を検証することが重要であろう。 
 
第３節 スポーツマーケティング領域における愛着と価値 
第１項 愛着 
 愛着（attachment）とは、元来、生みの親と子供の関係を指す言葉として使われたとさ
れており、ある物体に対する愛着の度合いが、人とその物体の関係性を予測するものの基
準になると述べられている（Bowlby, 1979）。この概念をもとに、消費者行動研究におい
ても、愛着を「個人の好きな対象物に対して抱く感情的なつながりを意味し、その対象物
に好意を抱けば抱くほど、それへの意味合いを強める」（Wallendorf and Arnould, 1988）
と定義し、場所への愛着（Rubinstein and Parmelee, 1992）や、セレブリティへの愛着
（Adams-Price and Greene, 1990）、地域愛着と観戦行動の関係性（二宮、2010）といっ
たように、幅広い分野で研究が進められている。スポーツマーケティング領域でも、消費
者のスポーツ商品に対する愛着を理解することは、スポーツ消費行動を理解するための鍵
となると言われ（Robinson and Trail, 2005）、愛着をテーマとした研究は多く行われてき
ている。スポーツ観戦者を対象とした愛着研究においては、チームに対する愛着がどのよ
うに形成されていくのかや（Funk and James, 2001）、チームアイデンティフィケーショ
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ンという言葉を用いてチームへの愛着が説明されている（Matsuoka et al., 2003）。しかし、
スポーツ観戦者の抱く愛着に関しては、チームへの愛着以外にも複数あることが他の研究
で指摘されており（Funk et al., 2000; Robinson and Trail, 2005）、これを Points of 
Attachment（以下、PA）という。観戦者が知覚している PA には、大きく、選手、チー
ム、コーチ、コミュニティ、競技、大学、競技レベルの 7 種類あると指摘されている
（Robinson and Trail., 2005）。本研究では、その中でもとりわけ多くの研究が行われてい
る「チームへの愛着」に注目することとした。 
 チームへの愛着とは、観戦者個人がクラブに対して形成するサポーターとしての心理的
つながりと指摘されており（Funk and James, 2001; 仲澤ら、2014）、観戦者の行動を規
定する主な要因であると指摘されている（仲澤ら、2014）。また、仲澤ら（2014）は、J
リーグ観戦者のリピーター化を目指すには、チームへの愛着を醸成させることは欠かすこ
とができないと指摘しており、チームへの愛着が継続的な観戦行動のための、ネゴシエー
ション変数としての役割を果たしている可能性について考えることができる。 
 愛着の概念を用いて、調整変数として消費者あるいは観戦者の行動特性を理解する試み
を行った研究が複数存在する。Seiders et al.（2005）では、顧客満足から再購買行動への
影響は、顧客特性や商品との関連性、市場特性がコントロールしていることを実証し、商
品に対するコミットメントの強い消費者は、より商品を再度購入する傾向が強いことを指
摘している。スポーツマーケティング研究に焦点を当てた研究では、アメリカンフットボ
ール観戦者を対象に、チームへの愛着が高い群は低い群と比較して、チームに対する、よ
りポジティブな情報を他者に提供するという研究結果を示している（Madrigal and Chen, 
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2008）。このように、一般消費者やスポーツ観戦者の知覚している商品やチームに対する
愛着は調整変数として用いることの有効性が確認されている（仲澤ら、2014） 
第２項 価値 
 価値（value）とは、消費者行動研究において商品価格や品質と並んで消費行動を決定
する際、極めて重要な決定要因であるとされており（Zeithaml, 1988）、消費者の消費を行
ったモノそのものに対する評価を価値と定義している。より具体的には、消費を通じて消
費者が何を犠牲にし、何を与えられたかという知覚に基づいた、製品の実用性に対する消
費者の全体的評価であると定義している（Zeithaml, 1988）。この研究では、消費者は商品
を購買する際やサービスを受ける際、お金や時間、エネルギーなどといった様々なことを
犠牲にしているが、このような犠牲にするものが少なくなればなるほど、購買頻度は高ま
るとされており（Zeithaml, 1988）、これはスポーツ観戦者にも同様のことがいえると考え
られる。この価値概念は、消費者行動を予測するために重要な変数のひとつであると述べ
られており（McDougall and Levseque, 2000）、顧客満足や行動意図といった従属変数を
説明する際にも、説明力の高い変数として認識されている（Cronin et al., 2000）。 
 価値は多くの研究において用いられている概念であり、特にサービスクオリティの文脈
において多く用いられている変数である（Byon et al., 2013, Murray and Howat, 2002）。
Murray and Howat（2002）の研究では、レジャー・スポーツ施設利用者を対象に、その
施設内で提供されているサービスと満足、価値、将来行動の関係性を検証している。その
際、価値変数が、施設内で提供されているサービスによって得た満足感が価値を介しても、
介さなくても、直接的に将来行動に影響することが明らかとなった。また、Byon et al.
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（2013）では、価値を媒介変数として用いて、コアサービスクオリティや周辺的サービス
クオリティとプロスポーツ観戦行動の関係性を 7 つの仮説をもとに検証している。その結
果、周辺的サービスクオリティのひとつである、会場のクオリティのみ、知覚された価値
と行動意図に有意に影響しており、会場のクオリティは価値を介して行動意図が高まる可
能性を示唆した。この結果より、実務者レベルにもマネジメント可能な、周辺的サービス
クオリティの質を高めていくことで、観戦者は観戦することで価値を知覚することにつな
がり、最終的に行動意図につながるため、そのマネジメントの重要性を指摘している。 
 また、Kwon et al.（2007）は、アメリカの大学に在籍する大学生を対象に、価値を媒介
変数として用い、チームアイデンティフィケーションとチームのライセンス商品の関係性
を検証することを目的とした研究を行っている。その結果、チームアイデンティフィケー
ションからチームの商品購買意図への直接的な関係は認められず、チームアイデンティフ
ィケーションが価値を介して商品購買意図に有意に影響するモデルの当てはまりが一番良
いことが分かった。この結果より、価値を高めることがチームのライセンス商品を消費し
たいという意図につがなることが示唆された（Kwon et al., 2007）。 
 Yoshida and Gordon（2012）の研究では、日本のサッカー観戦者を対象に、消費者の
購買意図に影響を与えるとされているカスタマーエクイティ （ーcustomer equity）の概念
が、人口統計的変数やチームとの関わりによって、どれくらい強まるかの検証を試みてい
る。このカスタマーエクイティーを醸成させるために必要とされている要素が、価値、ブ
ランド、関係性であると指摘されている（Rust et al., 2000）。性別、年齢といった人口統
計的変数と、シーズンチケットの有無といったチームとの関係性、それぞれを調整変数と
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して用い、3 つのカスタマーエクイティーから購買意図への影響を検証した結果、知覚し
ている価値とチームとの関係性は、購買意図へプラスに影響していることが明らかとなっ
た。また、調整変数を用いた検証では、男性かつ若い観戦者の方が、価値・チームとの関
係性がより強く購買意図につながっており、シーズンチケット所有者の方がチームとの関
係性から購買意図への影響が強いことが証明された。 
 このように、購買する商品に対して価値を知覚している消費者とは、それを購入するこ
とと引き換えに何かを犠牲にして商品購入を決定しており（Zeithmal, 1988）、これはスポ
ーツ観戦者においても同様のことが考えられる。また、価値を媒介変数とすることで消費
者の商品に対する将来行動にプラスに影響することも指摘されていることから（Byon et 
al., 2013; Kwon et al., 2007）、価値と再びスタジアムに足を運んで試合を観戦したいとい
う意図の関係性にも援用可能であることが考えられる。しかし、本研究で用いる制約要因
といったマイナス要因と価値の関係性の検証は行われておらず、媒介変数として用いるこ
との妥当性の検証は、今までの研究では行われていない。 
 
第４節 チームへの愛着と価値を調整変数として用いる理由 
 先述の通り、レジャー研究やスポーツマーケティング研究において、レジャー活動への
愛着やチームへの愛着、観戦行動から得られる価値という 2 つの概念を媒介変数としてモ
デルに用いている研究はあるものの、調整変数として使用しているものはあまり見られな
い。しかし、吉田（2011）は、スポーツマーケティング研究において調整変数を用いた検
討は不十分であると述べており、より深く観戦者の意思決定に影響を与えるプラス要因と
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マイナス要因の関係性を検証する意義があると考えられる。 
 調整変数とは、2 つの変数間の関係に強弱を与える第 3 の変数であり（Bem, 1972）、そ
の 2 つの変数間の関係性をより詳細に予測することが可能であるとされている。Son et al.
（2008b）では、制約要因とレジャー活動への態度的変数の関係性は独立して検証される
べきであると指摘されており、より詳細に制約要因とレジャー活動への態度的変数の関係
性を検証すべきと指摘されている。さらに、チームへの愛着などといった、心理的特性が
調整変数として用いられることの妥当性が担保されていることから（仲澤ら、2014）、本
研究では、チームへの愛着と価値を調整変数として用いて、制約要因と再観戦意図の関係
性の検証を行うこととした。 
 
第５節 先行研究のまとめ 
 これまで概観してきた先行研究をまとめると、本論のキーワードとなる、制約要因は、
特にレジャー研究において、レジャー活動参加者を対象とし、シリアスレジャーやカジュ
アルレジャーといった種類に関わらず、多くの研究が蓄積されている。また、レジャー研
究で概念化された知識をもとに、スポーツマーケティング研究においても、観戦者の知覚
している制約要因の洗い出しや人口統計的変数をもとに、比較検証を行っている研究も複
数存在する。しかし、制約要因を緩和・中和させる役割としてのネゴシエーション変数の
概念はあるものの、その実証的研究は、理論的背景に基づいて行われているとは言い切れ
ない研究が多い現状である。また、今までこれらネゴシエーション変数として応用されて
いる、動機や愛着といった要因は、スタジアムでのスポーツ観戦をプラスに説明する変数
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として用いられてきた（Shank, 2005; Zhang et al.,1995）。しかしこれらの変数が、制約
要因といったマイナス要因を緩和させる要因になり得ることが明らかとなれば、スポーツ
観戦行動を決定するプロセスにおいて新たな知見になり得る。 
 上記を踏まえ、本研究の目的である、「スポーツ観戦者の知覚している継続的な観戦行動
を制約する要因を明らかにし、観戦行動促進要因が、明らかとなった観戦行動を抑制する
要因を緩和させる働きを持っているかを検証する」ために、以下のリサーチクエスチョン
を設定した。 
 
RQ1: スポーツ観戦者はどういう構造的制約要因を知覚しているのか。 
RQ2: 観戦者の継続的な観戦行動を規定している観戦行動促進要因は何か。 
RQ3: 観戦行動促進要因は、継続的観戦行動を制約する要因を緩和・中和する働きを持っ
ているのか。 
 
 先行研究で概説した通り、日本国内におけるスポーツ観戦者を対象とした制約要因研究
は極めて少なく、制約要因と促進要因の関係性を検証した研究は行われていない。従って、
本研究では、レジャー研究においてもマネジメント可能であるとされている、構造的制約
要因に着目し、促進要因の関係性を検証することとした。 
 
第６節 本研究のフレームワーク 
 本研究におけるフレームワークは、次の通りである。まず研究Ⅰでは、継続的なスポー
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ツ観戦において、どのような制約要因を観戦者が知覚しているのかを明らかにするため、
実際にスタジアムで試合を観戦している観戦者を対象に質問紙調査を行った。次に、観戦
者の継続的な観戦行動に影響を与える促進要因尺度の構成概念妥当性を再検討するため、
研究Ⅰ同様、スタジアムでの質問紙調査を実施した。最後に、研究Ⅲでは、明らかとなっ
た構造的制約要因と観戦行動促進要因の関係性を明らかにするため、研究Ⅰ及びⅡで明ら
かとなった要因を、スタジアムでの量的データを用いて、観戦行動を促進させる要因を調
整変数とし、二要因分散分析を行った。なお、本研究の対象は、背景でも述べた通り、J1
及び J2 の間で広がる観客動員数及び入場料収入の格差を少しでも軽減すべく、J2 観戦者
とした。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 41
第３章 研究Ⅰ：観戦者の知覚する構造的制約要因に関する研究 
第１節 研究の目的 
 研究Ⅰでは、スポーツ観戦者が継続的なスポーツ観戦行動を取る際、知覚している構造
的制約要因尺度の開発を目的とした。本研究では、継続的な観戦行動を制約している要因
を明らかにすることに主眼をおいたため、実際にスタジアムで試合を観戦している観戦者
を対象に、質問紙調査を実施した。また、先行研究では、性別や年齢、レジャー活動への
参加頻度によって、知覚している制約要因が異なるとされていたため（Alexandris and 
Carroll, 1997a; Alexandris and Carroll, 1997b; Jackson and Henderson, 1995; Raymore 
et al., 1994; Searle and Jackson, 1985）、観戦者の人口統計的変数および行動変数を用い
た検証を行った。なお、年齢は中央値を算出し、低群・高群に分類し、昨シーズンの観戦
頻度は、小塩（2013）の平均±1/2 標準偏差にならい、低頻度・中頻度・高頻度にそれぞ
れ分類した。 
 
第２節 調査概要 
第１項 調査項目 
 質問項目は、レジャー研究で尺度開発を目的とした先行研究やスポーツ観戦者を対象と
した制約要因研究で用いられた項目（Carroll, 2009; Carroll and Alexandris, 1997; 
Casper et al., 2009; Henderson and Stalnker, 1988; Jackson and Henderson, 2009; Kim 
and Trail, 2010; Raymore et al., 1993; Trail et al., 2008）から抽出された、スポーツチー
ムやリーグといった、マネジメントサイドがマネジメント可能な構造的制約要因の 38 項
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目を、スポーツマネジメントを専攻する大学院生と、スポーツ観戦にあてはまる項目の精
査・削除・分類を行い、9 カテゴリー32 項目からなる測定尺度を用いた（表 3 参照）。削
除された 6 項目は、家族や友人といった一緒に観戦してくれる「同伴者がいない」といっ
た、構造的制約要因に含まれない項目や「サッカー観戦をする必要がない」、「サッカー観
戦に興味がない」といった、サッカー観戦自体に興味関心のない観戦者に対して、マーケ
ティングを行っても、参加や観戦に繋がらない（Jackson, 1988）と述べられており、本研
究でも新規顧客を対象とするよりも、既存顧客の囲い込みにより重点を置いていることか
ら、本研究の質問項目から除外した。 
 「代替活動」因子は、仕事や観戦者自身が他に行いたいレジャー活動、家族と過ごすと
いった、スポーツ観戦に使う時間を、他の活動の時間に割り当てるという項目が含まれて
いるため、「サッカー観戦の時間を使って行いたい他の活動」と定義した。次に、「ハード
面」に含まれる項目には、サッカー観戦を行うスタジアム内の施設・設備に関しての記述
が多いため、「スタジアム内の施設に関する要因」と定義した。3 つ目の「ソフト面」とい
う因子は、スタッフの対応や、試合そのものには関係しない付帯的なイベント、チケット
特典に関係する項目が含まれているため、定義を「スタジアム内で提供されるサービスに
関する要因」とした。「コスト」は、スポーツ観戦を行う際、必要経費となるチケット代や
行くのにかかる交通費、スタジアム内での消費に必要な金額が含まれているため、「サッカ
ー観戦に必要な金銭的要因」とした。「アクセス」は、スタジアムでの観戦行動を行うため
の移動手段に関する項目で成り立っているため、「スタジアムに行くための手段・方法に関
する要因」とし、「コアプロダクト」は試合を構成するホームチームの状況や、当日対戦す
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るアウェイチームについての項目であるため、「試合に関係する要因」と定義した。さらに、
「駐車場」因子は、「スタジアム付近にある駐車場」、「知識不足」は「サッカー観戦に必要
な知識」、「天候」は「試合日当日の自然環境」とそれぞれ定義した（表 3）。なお、質問文
は、観戦者に対し「あなたがスタジアム観戦を行う際、マイナスに影響するものとしてど
れくらいあてはまりますか？」と問い、各項目に対して、7 段階のリッカート尺度（「大い
に影響する」から「まったく影響しない」）で回答を求めた。さらに、観戦者の人口統計的
変数と観戦頻度による差異を検証するため、昨シーズンのホームゲーム観戦回数の回答も
求めた。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 44
表 3 9 カテゴリー32 項目からなる構造的制約要因の測定項目 
因子名 定義 項目 
1 代替活動 サッカー観戦の時間を 使って行いたい他の活動 
1 仕事・学校の予定が入っている 
2 他に行いたいレジャー活動がある 
3 他に行いたいスポーツがある 
4 スケジュールが合わない 
5 他のスポーツを観戦する 
6 家族と過ごす 
2 ハード面 スタジアム内の施設に 
関する要因 
7 座席の位置が悪い 
8 施設が混んでいる 
9 スタジアムの設備が不十分 
10 トイレが汚い 
11 トイレが混雑している 
3 ソフト面 スタジアム内で提供される 
サービスに関する要因 
12 スタッフの対応が悪い 
13 試合前のイベントがない 
14 チケットの特典がついていない 
15 サッカーの試合がテレビ放映される 
4 コスト サッカー観戦に必要な 
金銭的要因 
16 試合にかかる費用が払えない 
17 チケットが無料でもらえない 
18 売店で売られている商品価格が高い 
19 交通にかかる費用を払えない 
5 アクセス スタジアムに行くための 
手段・方法に関する要因 
20 家からスタジアムまでの距離が遠い 
21 スタジアムまでの利便性が悪い 
22 スタジアムまでのアクセスに時間がかかる 
23 自宅からスタジアムまでのアクセス方法がない 
6 コアプロダクト 試合に関係する要因 
24 応援しているチームのパフォーマンスが悪い 
25 応援しているチームの今シーズンの成績が悪い 
26 対戦相手の評判が悪い 
7 駐車場 スタジアム付近にある 
駐車場 
27 駐車場からスタジアムまでが遠い 
28 駐車しにくい 
8 知識不足 サッカー観戦に 
必要な知識 
29 試合に関する情報が得られない 
30 サッカーに関する知識なし 
9 天候 試合日当日の自然環境 31 天候が悪い 32 気温が適温ではない 
削除された項目：「一緒に観戦してくれる同伴者がいない」、「友人と別の予定が入っている」、 
        「家族がサッカー観戦に興味がない」、「ラジオ放送されていない」、 
               「スポーツ観戦をする必要がない」、「サッカー観戦に興味がない」 
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第２項 調査・分析方法 
 スポーツ観戦者の知覚している構造的制約要因を明らかにすること及び、観戦者の人口
統計的変数による知覚している制約要因の異なりを検証するため、質問紙調査を実施した。
なお、調査は関東地方にある J2 所属チームの 2 チームを対象に行った。調査概要は表 4
の通りとなっている。調査方法は、調査員による便宜抽出法を用いて実施した。本調査で
は、スタジアムの開門から試合開始 15 分前までの約１時間半の間に、ホームゲームの応
援に来ている観戦者を対象に質問紙を配布し、回収を行った。なお、調査員にはそれぞれ
担当するブロックで観戦者の年齢層と男女比を確認し、ブロック全体を反映するようにサ
ンプルを抽出するよう指示を行った。 
 
表 4 調査概要（研究Ⅰ） 
日程 調査場所 回収数 有効回答数 有効回答率 
2013 年 6 月 29 日（土） 関東地方にホームタウンを持つ J2 所属チーム A 381 298 77.95% 
2013 年 7 月 27 日（土） 関東地方にホームタウンを持つ J2 所属チーム B 448 314 70.09% 
 
 本研究では、J2 観戦者の知覚している制約要因を包括的に検証するため、2 つの調査で
収集したサンプル（n=612）を無作為に 2 分割し、分析を行った。サンプル A（n=314）
を用いて、因子構造の把握を行うため、確認的因子分析を行った。サンプル B（n=298）
では、明らかとなった因子構造の構成概念妥当性の検証を行うため、測定尺度の収束的・
弁別的妥当性を検証した。収束的妥当性を検証するため、確認的因子分析によって因子負
荷量（λ≧.50, Hair et al., 2010）及び平均分散抽出（Average Variance Extracted: AVE）
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（AVE≧.40, Verhoef et al., 2002）を算出した。さらに、信頼性検証には、Construct 
Reliability（CR≧.60, Bagozzi and Yi, 1988）とクロンバックのα係数（α≧.50, 小塩、
2012）を用いた。弁別的妥当性を検証するため、因子間相関係数の平方と AVE を比較し
た。弁別的妥当性を担保するには、算出された因子間相関係数の平方が AVE を下回って
いればいいとされている（Hair et al., 2010）。なお、確認的因子分析の分析方法として、
最尤法を用いた。尺度のモデル適合度を測定する指標として、CMIN/df≦5（Bollen, 1989）、
CFI≧.90（Hair et al., 2010）、RMSEA≦.080（Brown, 2006）を採用した。なお、分析
には IBM社のSPSS Statistics Version 22.0及びAmos Statistics Version 22.0を用いた。 
第３項 調査結果 
 分析に用いたサンプルの特性は表 5 に示す通りである。性別の割合としては、男性が多
く（68.1％）、年齢も 30 代及び 40 代の観戦者が多くの割合を占めていることが分かった。
また、昨シーズンの観戦頻度は 11.15 回であり、過去の J リーグ観戦者調査と比較して、
同様の傾向であった（2012 年 12.5 回、2013 年 13.0 回、2014 年 12.4 回）。 
 
表 5 サンプル属性（研究Ⅰ） 
項目 n % 項目 n % 
性別 
男性 415 68.1 
昨シーズン 
観戦回数 
（平均：
11.15 回） 
0 回 66 13.5 
女性 194 31.9 1〜5 回 98 20.0 
年齢 
（平均：
38.44 歳） 
10 代 53 8.7 6〜10 回 89 18.2 
20 代 102 16.7 11〜15 回 64 13.1 
30 代 174 28.6 16〜21 回 172 35.2 
40 代 160 26.3 所要時間 平均 57.81 分 
50 代 81 13.3 同伴人数 平均 2.38 人 
60 代以上 39 6.4 1 ヶ月の自由裁量所得 平均 43,950 円 
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 次に、観戦者の知覚している構造的制約要因の潜在変数と観測変数の関係性の検証を試
みた。はじめに、構造的制約要因の測定尺度バッテリーの妥当性を検証するため、サンプ
ル A を用いて（n=314）、最尤法を用いた確認的因子分析を行った。最初の分析を行った
ところ、モデル不適解と出たため、項目ごとに因子負荷量や相関係数の確認を行った。ま
ず、「駐車場」因子に含まれる、「駐車場からスタジアムまでが遠い」という項目の因子負
荷量が 1 を超えていたため、削除を行い、それに伴い、駐車場因子に残った 1 項目の「駐
車しにくい」も削除した。次に、「代替活動」因子の項目である「仕事・学校の予定が入っ
ている」（.26）と「コアプロダクト」因子内に含まれている「対戦相手の評判が悪い」（.43）
の因子負荷量が.50（Hair et al., 2010）を超えていなかったため、削除した（表 6 参照）。
「仕事・学校の予定が入っている」は「スケジュールが合わない」に意味が包含され、「対
戦相手の評判が悪い」もコアプロダクトを形成する要因ではあるが、この項目が削除され
たことによる、内容的妥当性の欠如はないと判断した。最後に「知識不足」因子と他の因
子間相関係数が高く（.16〜.87）、因子間相関係数が.85 以下に保たれていないと、弁別的
妥当性が算出されにくいため（Kline, 2005）、この因子自体をモデルから削除することと
した（表 7 参照）。「知識不足」が他の因子と相関が高くなった理由は、この因子に含まれ
る「試合に関する情報が得られない」や「サッカーに関する知識がない」が「アクセス」
や「コアプロダクト」、「サービス」、「観戦環境」といった因子と重複した聞き方をしてい
たことと考えられる。 
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表 6 確認的因子分析の結果 1（サンプル A） 
因子名 項目 λ M SD 
1 代替活動 
1 仕事・学校の予定が入っている .26 5.03 2.10 
2 他に行いたいレジャー活動がある .87 2.62 1.76 
3 他に行いたいスポーツがある .88 2.39 1.68 
4 スケジュールが合わない .58 3.70 2.23 
5 他のスポーツを観戦する .76 2.27 1.66 
6 家族と過ごす .67 2.76 1.87 
2 ハード面 
7 座席の位置が悪い .65 2.52 1.73 
8 施設が混んでいる .76 2.41 1.67 
9 スタジアムの設備が不十分 .73 2.98 1.93 
10 トイレが汚い .84 2.74 1.91 
11 トイレが混雑している .87 2.83 1.90 
3 ソフト面 
12 スタッフの対応が悪い .62 2.89 1.96 
13 試合前のイベントがない .82 2.40 1.76 
14 チケットの特典がついていない .76 2.57 1.80 
15 サッカーの試合がテレビ放映される .70 2.54 1.91 
4 コスト 
16 試合にかかる費用が払えない .56 3.04 1.99 
17 チケットが無料でもらえない .59 2.50 1.90 
18 売店で売られている商品価格が高い .57 3.22 1.98 
19 交通にかかる費用を払えない .70 2.48 1.79 
5 アクセス 
20 家からスタジアムまでの距離が遠い .59 4.28 2.12 
21 スタジアムまでの利便性が悪い .89 3.75 2.07 
22 スタジアムまでのアクセスに時間がかかる .93 3.71 2.08 
23 自宅からスタジアムまでのアクセス方法がない .55 2.86 2.17 
6 コア プロダクト 
24 応援しているチームのパフォーマンスが悪い .86 3.23 1.98 
25 応援しているチームの今シーズンの成績が悪い .80 3.57 2.16 
26 対戦相手の評判が悪い .43 2.15 1.52 
7 駐車場 27 駐車場からスタジアムまでが遠い 1.04 4.13 2.25 28 駐車しにくい .83 4.23 2.30 
8 知識不足 29 試合に関する情報が得られない .80 2.35 1.60 30 サッカーに関する知識なし .72 2.17 1.66 
9 天候 31 天候が悪い .57 3.89 2.03 32 気温が適温ではない .74 3.05 1.87 
Note: モデル不適解、グレースケールになっている項目を削除 
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表 7 各因子間の相関係数 
  
CON_
1 
CON_
2 
CON_
3 
CON_
4 
CON_
5 
CON_
6 
CON_
7 
CON_
8 
CON_
9 
CON_1 - 
CON_2 .72 - 
CON_3 .61 .81 - 
CON_4 .77 .71 .70 - 
CON_5 .52 .59 .50 .64 - 
CON_6 .45 .44 .52 .56 .39 - 
CON_7 .11 .17 .15 .03 .25 .29 - 
CON_8 .78 .83 .87 .79 .51 .58 .16 - 
CON_9 .71 .76 .65 .84 .76 .53 .16 .76 - 
Note: CON_1:代替活動 CON_2:ハード面 CON_3:ソフト面 CON_4:コスト CON_5:アク
セス CON_6:コアプロダクト CON_7:駐車場 CON_8:知識不足 CON_9:天候 
 
これら、計 6 項目を削除し、再度最尤法を用いた確認的因子分析を行った結果が、表 8
に記載されている通りである。いずれの項目の因子負荷量もすべて Hair et al.（2010）の
示す.50 を超えていたため、この因子構造を用いて次の分析に進んだ。なお、尺度のモデ
ル適合は、CMIN/df=5.08、CFI=.78、RMSEA=.11 であった。 
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表 8 確認的因子分析の結果 2（サンプル A） 
因子名 項目 λ M SD 
1 代替活動 
1 他に行いたいレジャー活動がある .87 2.62 1.76 
2 他に行いたいスポーツがある .89 2.39 1.68 
3 スケジュールが合わない .57 3.70 2.23 
4 他のスポーツを観戦する .75 2.27 1.66 
5 家族と過ごす .66 2.76 1.87 
2 ハード面 
6 座席の位置が悪い .64 2.52 1.73 
7 施設が混んでいる .76 2.41 1.67 
8 スタジアムの設備が不十分 .73 2.98 1.93 
9 トイレが汚い .84 2.74 1.91 
10 トイレが混雑している .88 2.83 1.90 
3 ソフト面 
11 スタッフの対応が悪い .62 2.89 1.96 
12 試合前のイベントがない .83 2.40 1.76 
13 チケットの特典がついていない .75 2.57 1.80 
14 サッカーの試合がテレビ放映される .70 2.54 1.91 
4 コスト 
15 試合にかかる費用が払えない .57 3.04 1.99 
16 チケットが無料でもらえない .59 2.50 1.90 
17 売店で売られている商品価格が高い .55 3.22 1.98 
18 交通にかかる費用を払えない .72 2.48 1.79 
5 アクセス 
19 家からスタジアムまでの距離が遠い .59 4.28 2.12 
20 スタジアムまでの利便性が悪い .88 3.75 2.07 
21 スタジアムまでのアクセスに時間がかかる .94 3.71 2.08 
22 自宅からスタジアムまでのアクセス方法がない .55 2.86 2.17 
6 コア プロダクト 
23 応援しているチームのパフォーマンスが悪い .91 3.23 1.98 
24 応援しているチームの今シーズンの成績が悪い .78 3.57 2.16 
7 天候 25 天候が悪い .57 3.89 2.03 26 気温が適温ではない .73 3.05 1.87 
Note: CMIN/df=5.08, CFI=.78, RMSEA=.11 
 
 次に、サンプル B（n=298）を用いて、先の分析で明らかとなった因子構造の構成概念
信頼性の検証を行った結果が表 9 である。「ソフト面」因子内にある「スタッフの対応が
悪い」（.45）という項目と、「アクセス」因子内にある「自宅からスタジアムまでのアクセ
ス方法がない」（.47）という項目のみ、基準値である.50 を満たすことができなかったが、
逸脱して低いわけでもなく、先行研究においてもスタッフに関する項目やアクセス方法が
観戦にとって重要な要因であることが示されていることから（Trail et al., 2008; 
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Yamashita and Harada, 2015）、以後の分析にも用いることとした。次に各因子の収束的
妥当性を検証するため、AVE を算出した結果、「代替活動」、「ハード面」、「ソフト面」、「ア
クセス」、「コアプロダクト」の 5 因子が基準値.50（Fornell and Larcker, 1981）を上回っ
ていた。残りの「コスト」（.42）と「天候」（.40）のみが.50 を下回っていたものの、基準
値.40（Verhoef et al., 2002）を採用する研究もあり、その数値を上回っていたため、概ね
抽出された因子の収束的妥当性が担保されたと判断した。また、尺度の構成概念信頼性は
基準値（CR≧.60）を満たさない因子もあったものの、尺度の内的整合性を示すクロンバ
ックα係数は基準値を満たし、再検討の必要な数値（.50, 小塩、2012）を上回っていたた
め、この因子構造を用いて、後の分析に用いることとした。なお、モデル適合度は、
CMIN/df=4.20、CFI=.80、RMSEA=.10 であった。尺度のモデル適合度は、用いている指
標の許容値を満たさないものもあった原因として、サンプルサイズ（n=298）が小さいた
めであると考えられる。しかし、確認的因子分析を 3 回行い、モデル適合の数値は徐々に、
許容値に近づいてきていることを鑑み、観戦者の知覚している構造的制約要因尺度はデー
タに適合したと判断した。 
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表 9 確認的因子分析の結果 3（サンプル B） 
因子名 項目 λ M SD AVE CR α 
1 代替活動 
1 他に行いたいレジャー活動がある .85 2.60 1.76 
.55 .63 .85 
2 他に行いたいスポーツがある .83 2.20 1.66 
3 スケジュールが合わない .56 3.56 2.21 
4 他のスポーツを観戦する .75 1.63 1.22 
5 家族と過ごす .68 2.52 1.78 
2 ハード面 
6 座席の位置が悪い .51 2.37 1.68 
.55 .64 .87 
7 施設が混んでいる .64 2.28 1.65 
8 スタジアムの設備が不十分 .59 3.00 2.00 
9 トイレが汚い .92 2.90 2.04 
10 トイレが混雑している .95 2.92 2.01 
3 ソフト面 
11 スタッフの対応が悪い .45 3.04 2.13 
.50 .50 .79 12 試合前のイベントがない .80 2.32 1.80 
13 チケットの特典がついていない .83 2.59 1.95 
14 サッカーの試合がテレビ放映される .69 2.38 1.80 
4 コスト 
15 試合にかかる費用が払えない .68 2.95 1.93 
.42 .45 .70 16 チケットが無料でもらえない .56 2.45 1.90 17 売店で売られている商品価格が高い .57 2.96 1.86 
18 交通にかかる費用を払えない .76 2.39 1.79 
5 アクセス 
19 家からスタジアムまでの距離が遠い .59 4.32 2.03 
.55 .51 .81 20 スタジアムまでの利便性が悪い .86 3.67 2.00 21 スタジアムまでのアクセスに時間がかかる .94 3.68 2.06 
22 スタジアムまでのアクセス方法がない .47 2.72 2.12 
6 コア 
プロダクト 
23 チームのパフォーマンスが悪い .87 3.15 1.94 .65 .45 .82 24 チームの今シーズンの成績が悪い .74 3.49 2.22 
7 天候 25 天候が悪い .57 3.90 1.94 .40 .28 .58 26 気温が適温ではない .69 2.89 1.81 
Note: CMIN/df=4.20, CFI=.80, RMSEA=.10  
  
 次に、要因間の弁別的妥当性を検証するため、AVE と各因子相関係数の平方を比較した。
結果、表 10 に示された通りである。代替活動とコスト、天候因子間及びコストと天候因
子間、アクセスと天候因子間で弁別的妥当性は示唆されなかったものの、これら４つの因
子は先行研究からも、構造的制約要因を説明する上で重要な概念であることが指摘されて
いることから、これら４つの要因も独立した概念であるとみなし、その後の分析を行った。 
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表 10 平均分散抽出と因子間相関係数平方の比較 
  CON_1 CON_2 CON_3 CON_4 CON_5 CON_6 CON_9 
CON_1 .55a 
CON_2 .31 .55b 
CON_3 .49 .32 .50c 
CON_4 .76 .28 .40 .42d 
CON_5 .18 .21 .12 .32 .55e 
CON_6 .24 .11 .31 .22 .07 .65f 
CON_9 .63 .34 .37 .78 .56 .35 .40g 
Note: a. 代替活動 AVE, b. ハード面 AVE, c. ソフト面 AVE, d. コスト AVE, f. アクセス
AVE, g. コアプロダクト AVE, f. 天候 AVE 
CON_1:代替活動 CON_2:ハード面 CON_3:ソフト面 CON_4:コスト CON_5:アクセス 
CON_6:コアプロダクト CON_9:天候 
 
 続いて、観戦者の性別及び年齢において知覚している構造的制約要因が異なるかの検証
を行うため、7 因子に対しそれぞれの合成得点を算出し、多変量分散分析（MANOVA）を
行った。年齢のグループ分けについては、中央値（38）を算出し、低群（13〜38 歳）と
高群（39〜68 歳）に分類した。結果、性差・年齢差ともに、因子間の全体的な帰無仮説は
棄却されなかった（性別：Wilk’s Lamda=.98, F（7, 289）=.95, n.s.；年齢：Wilk’s Lamda=.98, 
F（7, 285）=1.06, n.s.）（表 11 参照）。 
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表 11 平均値の比較（性別・年齢） 
性差 
（n=297） 
男性（n=203） 女性（n=94） t 値 
M SD M SD 
代替活動 2.75 1.48 2.34 1.33 2.28 
ハード面 2.75 1.55 2.56 1.36 1.02 
ソフト面 2.68 1.52 2.36 1.28 1.74 
コスト 2.76 1.41 2.51 1.36 1.45 
アクセス 3.63 1.64 3.53 1.57 .50 
コアプロ 3.42 1.99 3.10 1.64 1.46 
天候 3.44 1.58 3.30 1.54 .72 
年齢差 
（n=293） 
低群（13〜38 歳）（n=159） 高群（39〜68 歳）（n=134） t 値 
M SD M SD 
代替活動 2.71 1.45 2.54 1.45 1.02 
ハード面 2.72 1.51 2.67 1.49 .31 
ソフト面 2.65 1.44 2.50 1.47 .90 
コスト 2.78 1.42 2.58 1.35 1.24 
アクセス 3.65 1.65 3.57 1.59 .43 
コアプロ 3.28 1.86 3.37 1.91 .40 
天候 3.32 1.48 3.49 1.67 .92 
Note: 性別: Wilk's Lamda=.98, F（7, 289）=.95, n.s.; 年齢: Wilk's Lamda=.98, F（7, 285）
=1.06, n.s. 
 
 次に、昨シーズンの観戦回数によって知覚している構造的制約要因が異なるかの検証を
行うため、一元配置分散分析（ANOVA）を行った。なお、昨シーズンの観戦回数の平均
値（10.87 回）と標準偏差（7.743 回）を算出し、小塩（2013）に習い、低頻度（0〜6 回）、
中頻度（7〜14 回）、高頻度（15〜21 回）に分類をした。その後の検定には、Tukey 法を
用いて、平均値の比較分析を行った結果、「天候」因子のみで観戦頻度低群（3.69）と高群
（3.08）の間で有意差が確認された（表 12 参照）。 
 
 
 55
表 12 平均値の比較（昨シーズン観戦回数） 
観戦頻度 
（n=239） 
低頻度（n=86） 中頻度（n=57） 高頻度（n=96） F 値 多重比較 M SD M SD M SD 
代替活動 2.86 1.45 2.78 1.34 2.39 1.43 2.82 n.s. 
ハード面 2.60 1.33 2.89 1.66 2.50 1.39 1.35 n.s. 
ソフト面 2.57 1.39 2.71 1.58 2.43 1.42 .67 n.s. 
コスト 2.90 1.34 2.73 1.45 2.43 1.35 2.81 n.s. 
アクセス 3.57 1.44 3.70 1.69 3.41 1.62 .61 n.s. 
コアプロダクト 3.39 1.69 3.73 1.93 3.22 2.05 1.29 n.s. 
天候 3.69 1.48 3.40 1.54 3.08 1.54 3.66 低＞高* 
Note: *p<.05 
 
第３節 考察 
 研究Ⅰでは、チームやリーグ側がマネジメント可能と言われている、観戦者の知覚して
いる構造的制約要因の尺度を開発することを目的とした。結果、7 因子 26 項目からなる因
子構造が明らかとなった。明らかとなった因子は、「代替活動」、「ハード面」、「ソフト面」、
「コスト」、「アクセス」、「コアプロダクト」、「天候」であった。抽出された因子のうち、
「代替活動」、「コスト」、「ハード面」は、レジャー研究においても普遍的な制約要因であ
ると記述されており（Jackson, 2005）、その中でも特に時間や金銭と関連した代替活動や
コスト因子は、レジャー活動においてだけでなく、ほとんどの人が活動を行う際、知覚す
る制約要因であり、中心概念であると指摘されている（Hinch et al., 2005）。その他の、「ソ
フト面」や「アクセス」、「コアプロダクト」、「天候」は、スポーツ観戦者を対象とした他
の研究でも類似した因子が抽出されていることから（Casper et al., 2009; Trail et al., 
2008; Yamashita and Harada, 2015）、スポーツ観戦者が共通して、スタジアムでの観戦
経験を通して知覚している構造的な制約要因であることが伺える。 
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 次に、観戦者の性別や年齢、昨シーズンの観戦頻度によって知覚している制約要因が異
なるかの検証を行うため、平均値の比較分析を行った。その結果、性別・年齢ともに、ど
の因子間においても有意差は確認されなかった。まず、性別間に有意差が認められなかっ
た結果は、Alexandris and Carroll（1997a）や Trail et al.（2008）の研究で、ハード面
やソフト面、アクセスといったスタジアムに関連する構造的制約要因に違いがないことを
明らかにした結果と一致した。また、性別間に有意差が見受けられなかったという結果は、
性別によって、観戦に影響する外的要因に違いが見られなかった結果とも一致した（Trail 
et al., 2002）。しかし本研究では、有意差はないもののすべての因子において男性の方の
平均値が高い傾向にあることが分かった。これは、「他のスポーツ活動」や「チームの成績」
で男性が女性より有意に平均値が高い結果となった Trail et al.（2008）の結果と部分的に
一致するものとなった。「代替活動」で男性の方が女性より平均値が高かった理由として、
代替活動内に「仕事の都合」や「家族と過ごす」という項目が含まれており、観戦動機研
究の性差比較で、家族因子が男性の方が女性より有意に高い結果と一致した（James and 
Ridinger, 2002）。今回調査を行った曜日が週末であったことから、男性にとってサッカー
の行われる同じ週末の時間帯は、家族と過ごしたり、自分のレジャー活動に充てる観戦者
が多く、そのため、女性よりも比較的平均値が高かった可能性が考えられる。また Trail and 
Kim（2011）の「チームの成績」と類似する「コアプロダクト」でも男性の方が女性より
平均値が高い傾向にあることが分かった。これは、男性の方が女性よりも、「達成」因子が
高い傾向にあることや（James and Ridinger, 2002）、チームに対する関与が女性よりも男
性の方が高い（Bahk, 2000）結果と同様に、男性の方がコアプロダクトからの影響を強く
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受けて観戦行動を決定していることが伺える。このように、スポーツ観戦者の知覚してい
る構造的制約要因と観戦行動を規定している動機は、表裏一体の関係にあることを Funk
（2008）が述べていることから、観戦者の知覚している構造的制約要因をチームやリーグ
が理解することは、観戦者のニーズを理解することと直結し、それらをマネジメントする
ことで、観戦の意思決定プロセスに新たな知見を与えられたと考えられる。 
 
第４節 研究Ⅰのまとめと研究の限界 
 研究Ⅰでは、J2 観戦者の知覚している構造的制約要因の尺度開発を行った結果、レジャ
ー研究やスポーツ観戦者を対象とした制約研究の結果と類似する因子構造であることが明
らかとなった。しかし、明らかとなった因子構造のモデル適合度のあてはまりが不安定な
点や、弁別的妥当性が担保されていない点など、確認的因子分析の結果に課題が残るもの
となった。この原因として、今回のサンプルにとって、構造的制約要因の項目に対する標
準偏差が分散していることが理由であると考えられる（表 6、8、9 参照）。今後は、回答
者からより多くの情報を引き出すためにも、リッカート尺度の幅を広げるなど、質問紙に
工夫を加える必要がある。また、モデルフィットは悪かったものの、構造的制約要因の概
念はレジャー研究の先行研究やスポーツマーケティング研究で用いられている概念と類似
していることから、その後の分析に望んだ。今後は、より精度の高い構造的制約要因尺度
を開発するため、スポーツ種目を問わず、多くの調査を積み重ねていく必要がある。 
 また、当日用いた質問紙には、「あなたがスタジアム観戦を行う際、マイナスに影響する
ものとしてどれくらいあてはまりますか？」という教示文を設け、今までの観戦経験を踏
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まえた回答を求めたものの、スタジアムの立地やチームの戦績状況によって回答が異なっ
てくるため、尺度として安定しない可能性も考えられる。 
 この研究では、観戦者の知覚している構造的制約要因を性別や年齢によって異なるかの
検証を行った結果、有意な差は認められなかった。しかし、Funk（2008）は、制約要因
と動機要因は表裏一体の関係であると述べており、観戦者の動機は性別や年齢によって違
いがあることから、本来は制約要因にも性差や年齢差が認められてもおかしくない。今回
の研究では、マネジメント可能な構造的制約要因のみに着目した研究を行ったため、今後
は個人内や個人間制約要因に着目した研究が求められる。 
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第４章 研究Ⅱ：観戦者の知覚する観戦行動促進要因に関する研究 
第１節 研究の目的 
 研究Ⅱでは、観戦者の観戦行動を促進する要因や心理的コミットメント要因を測定する
2 つの尺度（チームへの愛着と価値）の構成概念妥当性の再検討を試み、その尺度をもと
に、性差・年齢差・昨シーズン観戦頻度において知覚している観戦行動を促進する要因が
異なるかの検証を行った。さらに、チームへの愛着及び価値のどちらの要因が再観戦意図・
累積的満足度に影響を与えるのかを検証するため、重回帰分析を行った。 
 
第２節 調査概要 
第１項 調査項目 
 本研究で用いた質問項目として、人口統計的変数や昨シーズンの観戦回数を用いた。観
戦者の観戦行動を促進する要因を測定する尺度として、仲澤ら（2014）の用いたクラブへ
の愛着（1 因子 6 項目）尺度と Yoshida and Gordon（2012）の用いた価値（1 因子 4 項
目）尺度を用いた。また、スタジアムでの再観戦意図（「あなたは、また【チーム名】のホ
ームゲームを見に行きたいと思いますか」）や累積的満足度（「あなたは、総じて今までの
スタジアムでの観戦経験に満足していますか」）も 7 段階のリッカート尺度（再観戦意図：
大いにあてはまる〜全くあてはまらない、累積的満足：非常に満足〜全く満足していない）
で回答を求めた。 
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第２項 調査・分析方法 
 本研究では、J2 のリーグ戦に訪れた観戦者を対象に質問紙調査を実施した。なお、調査
は関東地方にホームタウンを持つ J2 所属チームの A と C に訪れた 2 チームのホーム試合
のホームチーム観戦者を対象に行った。調査概要は表 13 の通りとなっている。調査方法
は、便宜抽出法を用いた。調査員には、調査経験の豊富な、スポーツマネジメントを学ぶ
大学院生を用いた。調査員ごとにスタジアム内でのブロックを割り当て、ブロック内での
性別、年齢に配慮し、ブロック全体を反映するようにサンプルを抽出するよう、指示をし
た。また、質問紙を配布するタイミングについても、スタジアム開門から試合開始 15 分
前までの約 1 時間半の間に、全体の観戦者の来場のタイミングに合わせた枚数を配布する
よう考慮することを指示した。なお、本研究では観戦者の知覚しているチームへの愛着や
価値を、今までの経験を踏まえた上での評価を測定するため、教示文として質問紙の冒頭
に「あなたの今までのスタジアムでのサッカー観戦経験についてお聞きします。」という一
文を入れた。 
 
表 13 調査概要（研究Ⅱ） 
日程 調査場所 回収数 有効回答数 有効回答率 
2015 年 4 月 11 日（土） 関東地方にホームタウンを持つ J2 所属チーム A 274 222 88.12% 
2015 年 4 月 26 日（日） 関東地方にホームタウンを持つ J2 所属チーム C 293 226 77.13% 
 
 本研究では、J2 観戦者の知覚している観戦行動を促進させる要因を包括的に解釈するた
め、2 つの調査で収集したデータを合算させ（n=448）、データを分析した。なお、チーム
 61
への愛着及び価値の 2 つの尺度の構成概念妥当性を検証するため、測定尺度の収束的・弁
別的妥当性を検証した。収束的妥当性を検証するため、確認的因子分析で因子負荷量（λ
≧.50, Hair et al., 2010）及び平均分散抽出（Average Variance Extracted: AVE）（AVE
≧.40, Verhoef et al., 2002）を算出した。さらに、信頼性検証には、Construct Reliability
（CR≧.60, Bagozzi and Yi, 1988）とクロンバックのα係数（≧.50, 小塩、2012）を算出
した。弁別的妥当性を検証するため、因子間相関係数の平方と AVE を比較検討した。弁
別的妥当性は、算出された因子間相関係数の平方が AVE を下回っていればいいとされて
いる（Hair et al., 2010）。なお、確認的因子分析の分析方法として、最尤法を用いた。尺
度のモデル適合度を測定する指標として、CMIN/df≦5（Bollen, 1989）、CFI≧.90（Hair 
et al., 2010）、RMSEA≦.080（Brown, 2006）をそれぞれ採用した。なお、分析には IBM
社の SPSS Statistics Version 23.0 及び Amos Statistics Version 23.0 を用いた。 
 また、性別・年齢・昨シーズンの観戦回数によって知覚している観戦行動促進要因が異
なるかを検証するため、平均値比較を行った。最後に 2 つの独立変数と再観戦意図、累積
的満足度、それぞれを従属変数においた際、強制投入法を用いた重回帰分析を行った。 
第３項 調査結果 
 分析に用いたサンプル特性は表 14 の通りである。性別の割合として、男性の方が多く
（68.2％）、年齢も 30 から 50 代の観戦者が多くの割合を占めていることが分かった。ま
た、昨シーズンの観戦頻度は、13.60 回であり、過去の J リーグ観戦者調査と比較して、
同様の傾向であった（2012 年 12.5 回、2013 年 13.0 回、2014 年 12.4 回）。 
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表 14 サンプル属性（研究Ⅱ） 
項目 ｎ ％ 項目 ｎ ％ 
性別 男性 302 68.2 昨シーズン 
観戦回数 
（平均： 
13.60 回） 
0 回 15 3.4 
女性 141 31.8 1〜5 回 88 20.2 
年齢 
（平均：
42.84 歳） 
10 代 17 3.9 6～10 回 51 11.7 
20 代 57 13.1 11～15 回 47 10.8 
30 代 83 19.1 16～21 回 235 53.9 
40 代 150 34.5 所要時間 平均  43.76 分 
50 代 85 19.5 同伴人数 平均  3.19 人 
60 代以上 43 9.9 1 ヶ月の自由裁量所得 平均  41,264円 
  
 次に観戦者の知覚している促進要因の構成概念妥当性及び信頼性を検証するため、確認
的因子分析を行った。なお、分析には最尤法を用いた。最初の分析でチームへの愛着に含
まれる、「【チーム名】がいつも低迷していたならば、ファンであることを考え直すかもし
れない」（λ=-.273）と「【チーム名】が J リーグを去ったら、J リーグへの興味はなくな
ってしまうと思う」（λ=.356）の 2 つの項目の因子負荷量が基準値（.50）を満たしていな
かったため、削除した。2 つの項目を削除し、再度分析を行った結果が表 15 である。 
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表 15 確認的因子分析の結果 
因子名 項目 λ M SD AVE CR α 
1 愛着 
1 私は、【チーム名】の熱心なファンだ .93 5.90 1.38 
.67 .75 .86 
2 どのクラブが相手でも、 【チーム名】の試合が見たい .80 6.14 1.36 
3 私は、【チーム名】のファンで、次にサッカーのファンである .60 5.04 1.87 
4 私は、【チーム名】の大ファンだと思う .89 5.81 1.56 
2 価値 
1 これまでのチケット価格に見合う価値を提供していた .72 4.47 1.45 
.66 .78 .88 
2 
これまでの試合で費やした時間、
費用、労力を考えれば、得たもの
は大きかった 
.74 4.79 1.50 
3 これまでの試合観戦は、支払った費用に値した .90 4.52 1.52 
4 全体的に、提供されていた試合観戦の価値は高かった .87 4.38 1.45 
Note: CMIN/df=3.39, CFI=.98, RMSEA=.07  
  
 再度、確認的因子分析を行った結果、すべての項目において因子負荷量が基準値の.50
を満たした。また、尺度の収束的妥当性を検証するため、平均分散抽出及び構成概念信頼
性を算出した。その結果、AVE（≧.50）（チームへの愛着=.67, 価値=.66）も CR（≧.60）
（チームへの愛着=.75, 価値=.78）もそれぞれ基準値を満たしていたため、収束的妥当性
は担保された。なお、尺度の内的整合性を示すクロンバックのα係数（≧.50）も基準値を
満たした。次に尺度の弁別的妥当性を検証するため、AVE と因子相関係数の平方を比較し
た結果が表 16 である。2 つの因子の AVE は因子間相関係数の平方を上回っていたため、
尺度の弁別的妥当性も担保された。なお、モデルの適合度は、CMIN/df=3.39、CFI=.98、
RMSEA=.07 であった。 
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表 16 平均分散抽出と因子間相関係数平方の比較 
  チームへの愛着 価値 
チームへの愛着 .67a   
価値 .04 .66b 
Note: a. チームへの愛着 AVE, b. 価値 AVE 
 
 次にチームへの愛着及び価値を合成得点化し、観戦者の知覚している観戦行動を促進す
る要因が性差・年齢差・昨シーズン観戦回数の差で異なるかを検証するため、独立したサ
ンプルの t 検定及び一元配置分散分析を行った。なお、年齢差は、中央値（43）を算出し、
低群（13〜43 歳）と高群（44〜78 歳）に分類した。観戦頻度の分類として、昨シーズン
観戦頻度を用い、昨シーズン観戦回数の平均値（13.59）と標準偏差（7.246）を算出し、
小塩（2013）の計算方法に則り、低頻度（0〜9 回）・中頻度（10〜17 回）・高頻度（18〜
21 回）の 3 群に分類した。 
 表 17 が示す通り、性差において、知覚している促進要因が異なるかの検証を行った結
果、チームへの愛着において、男性（5.86）が女性（5.41）よりも、平均値が高いことが
明らかとなった（t（263）=3.35, p<.01）。なお、価値では性別間で有意な差は認められな
かった（t（443）=.776, p<.438）。次に、観戦者の年齢差も性差同様に知覚している促進
要因が異なるかの検証を行った結果、チームへの愛着及び価値、それぞれにおいて有意な
差は認められなかった（t 愛着（435）=1.347, p<.179; t 価値（435）=.21, p<.834）。 
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表 17 平均値の比較（性別・年齢） 
性差 
（n=445） 
男性（n=303） 女性（n=142） 
t 値 
平均 SD 平均 SD 
価値 4.57 1.32 4.47 1.19 .78 
愛着 5.86 1.28 5.41 1.34 3.35** 
年齢差 
（n=437） 
低群（13〜43 歳）（n=234） 高群（44〜78 歳）（n=203） 
t 値 
平均 SD 平均 SD 
価値 4.57 1.30 4.54 1.26 .21 
愛着 5.64 1.36 5.81 1.26 1.35 
Note: **p<.01 
 
 最後に昨シーズン観戦頻度の差において知覚している促進要因が異なるかの検証を行う
ため、Tukey 法を用いた一元配置分散分析を行った。表 18 の通り、チームへの愛着にお
いてのみ、低群（4.63）＜中群（5.94）、低群（4.63）＜高群（6.27）、中群（5.94）＜高
群（6.27）で有意差が確認された。 
 
表 18 平均値の比較（昨シーズン観戦回数） 
観戦頻度 
（n=436） 
低頻度 
（0〜9 回） 
中頻度 
（10〜17 回） 
高頻度 
（18〜21 回） F 値 多重 比較 
平均 SD 平均 SD 平均 SD 
価値 4.50 1.10 4.44 1.07 4.61 1.45 .66 n.s. 
愛着 4.63 1.48 5.94 .94 6.27 .92 87.89 
低＜中*** 
低＜高*** 
中＜高* 
Note: *p<.05, ***p<.001 
 
 次に、チームへの愛着及び価値を合成得点化し、2 つの変数を独立変数に置き、再観戦
意図及び累積的満足を従属変数とする、強制投入法を用いた重回帰分析を行った。まず、
再観戦意図を従属変数においた場合のチームへの愛着と価値の相関を検討した結果は表
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19 に示してある通りである。結果、チームへの愛着から再観戦意図の標準偏回帰係数（β）
は.627 であり、価値から再観戦意図の標準偏回帰係数は.078 であったことから、再観戦意
図へはチームへの愛着が、より強く影響していることが明らかとなった。なお、モデルの
決定係数を示す調整済みの R2 は.415 であった。また、独立変数間の相関関係を示す多重
共線性（Variance Inflation Factor; VIF）は 1.037 であり、多重共線性があると判断され
る 10 を超えていないことから（小塩、2012）、チームへの愛着と価値の 2 つは独立した変
数であることが改めて確認された。次に、累積的満足を従属変数に置き、他の 2 変数を独
立変数に置いた場合、チームへの愛着から累積的満足への標準偏回帰係数は.263 であった
一方、価値から累積的満足への標準偏回帰係数は.403 であった。チームへの愛着及び価値
から累積的満足への標準偏回帰係数は、それぞれ 0.1%水準の有意傾向にあった。モデルの
決定係数を示す調整済み R2は.269 であり、独立変数間の多重共線性は 1.037 であった。
これらの結果より、観戦者の再観戦意図にはチームへの愛着がより強く影響し、累積的満
足には価値が影響していることが明らかとなった。 
 
表 19 重回帰分析の結果 
従属変数 独立変数 β 調整済み R2 VIF 
再観戦意図 
愛着 .627*** 
.415 1.037 
価値 .078* 
累積的満足 
愛着 .263*** 
.269 1.037 
価値 .403*** 
Note: *p<.05, ***p<.001 
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第３節 考察 
 研究Ⅱにおいて、観戦行動を促進させる要因として用いられているチームへの愛着及び
価値の 2 つの構成概念妥当性の再検討を行うことを目的にした。結果、2 つの構成概念妥
当性を担保することができた。さらに、それぞれの概念を合成得点化し、性差、年齢差、
昨シーズン観戦頻度に応じて、知覚している促進要因が異なるかの検証を行った。まず、
性別による違いがあるのかを検定した結果、チームへの愛着のみにおいて、男性が女性よ
り、有意に高く知覚していることが確認された。これは、仲澤ら（2014）や Yoshida and 
Gordon（2012）の研究において、男性の方が女性よりチームへの愛着によって観戦行動
が規定されている結果と一致することが分かった。また、昨シーズンの観戦頻度を 3 群に
分け、知覚している促進要因が異なるかを比較した結果、観戦頻度が多ければ多いほど、
よりチームへの愛着及び価値を知覚していることが明らかとなった。これは、チームへの
愛着が高まるほど、観戦頻度が高まるという結果を支持し（Mahony et al., 2000）、観戦
行動を繰り返している観戦者は、チームへの愛着を醸成させ、観戦行動から得られる価値
を認識していることが示唆される。一方で、価値を用いて性差・年齢差・観戦頻度によっ
て知覚しているかを検証した結果、どれにおいても有意差が認められなかった。複数の価
値研究において、女性の方が感情的で、消費行動から得られる価値に重きを置き、消費行
動を決定しているという研究結果もある（Dubé and Morgan, 1998; Kwun, 2011; Wood, 
1998）。また年齢においても若年層が旅行から得られる価値をより知覚している研究結果
もある（Petrick and Backman, 2002）。複数の研究において、性差や年齢差によって価値
を知覚しているか否かが異なる研究もあるため、J リーグ観戦者を対象とした研究におい
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ても価値の知覚について、デモグラフィックによって異なる可能性も考えられる。 
 次に、チームへの愛着及び価値を合成得点化し、再観戦意図と累積的満足に対してどの
ように影響しているのかを検証するため、重回帰分析を行った。結果、チームへの愛着が
醸成されることによって、またスタジアムで観戦したいという欲求が生まれることが明ら
かとなった。一方で、累積的満足への影響は、チームへの愛着が影響することも示唆され
たが、価値を生むことで、より累積的満足が規定されることが明らかとなった。観戦者の
応援しているチームに対する愛着が醸成されることによって、再観戦意図が高まるといっ
た結果は、仲澤ら（2014）がサッカー観戦者に行った研究結果を支持することとなった。
さらに、Funk and James（2001）は、チームへの愛着とは内的要因であると指摘してい
ることから、観戦者のチームに対する内的要因が、継続的なスポーツ観戦行動を規定して
いることが示唆された。一方で、累積的満足には、価値がより強く影響していることが明
らかとなった。これは、Cronin et al.（2000）で、スポーツ観戦者はスポーツ観戦から得
られるものを認識すると、満足するという研究結果をサポートする結果となった。また、
価値とは支払った対価に対して、消費者が得たものの評価であり、チームへの愛着とは反
対に、外的要因であると考えることもできる。この外的要因は直接的に再観戦意図に与え
る影響は弱いことが明らかとなったが、満足している消費者は購買行動を習慣化するとい
うことも指摘されていることから（Blackwell et al., 2006）、外的要因は観戦行動から得ら
れる満足を累積することによって、再観戦意図を高める可能性があることが示された。 
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第４節 研究Ⅱのまとめと研究の限界 
 研究Ⅱにおいて、J2 観戦者の知覚している観戦行動促進要因について明らかにし、再観
戦意図・累積的満足度に影響を与える要因についても理解を深めることができた。しかし、
本研究の限界も複数ある。本研究において、観戦者の知覚しているチームへの愛着や価値
を促進要因とし、それらの構成概念妥当性や再観戦意図・累積的満足への影響を検証した
が、観戦行動を促進させる要因として説明されている変数は他にも存在する。今回は、レ
ジャー研究において用いられた愛着という概念と、価値は、消費者行動を予測するための
重要な変数であると指摘されていることから、これら 2 つを援用した。今後は、他の促進
要因を用いて、研究を行うべきである。 
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第５章 研究Ⅲ：構造的制約要因と観戦行動促進要因の関係性の検証 
第１節 研究の目的 
 研究Ⅲでは、研究Ⅰで明らかとなった構造的制約要因と、研究Ⅱで構成概念が担保され
た観戦行動促進要因の両者の関係性を検証することを目的とした。なお、先行研究の検討
の章で、今までに行われてきたネゴシエーション研究では、制約要因を緩和させる媒介変
数として、ネゴシエーション変数や活動への動機、態度的変数が用いられてきたが、モデ
ルを用いた検証は困難であることについて言及している。よって、今回は 2 つの観戦行動
促進要因を調整変数とし、再観戦意図と構造的制約要因の関係性を検証するため、二要因
分散分析を用いた。 
 
第２節 調査概要 
第１項 調査項目 
 研究Ⅲで用いた質問項目として、人口統計的変数や昨シーズンの観戦回数、再観戦意図
を用いた。また、研究Ⅰで明らかとなった、スポーツ観戦者の継続的観戦行動の制約する
7 因子 26 項目からなる構造的制約要因と研究Ⅱで構成概念妥当性が担保されたチームへ
の愛着と価値の 2 因子 8 項目からなる観戦行動促進要因尺度を用いた。なお、分析には最
尤法を用いた確認的因子分析及び二要因分散分析を用いた。分析ソフトには、IBM 社の
SPSS Statistics Version 23.0 及び Amos Statistics Version 23.0 を用いた。 
第２項 調査・分析方法 
 J2 のリーグ戦に訪れた観戦者を対象に質問紙調査を実施した。なお、調査は関東地方に
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ある J2 所属チームの 1 チームを対象に行った。調査概要は表 20 の通りとなっている。調
査方法は、便宜的抽出法を用いた。調査員には、調査経験の豊富な、スポーツマネジメン
トを学ぶ大学院生を用いた。調査員ごとにスタジアム内でのブロックを割り当て、ブロッ
ク内での性別、年齢に配慮し、ブロック全体を反映するようにサンプルを抽出するよう、
指示をした。また、質問紙を配布するタイミングについても、スタジアムの開門から試合
開始 15 分前までの約 1 時間半の間に、全体の観戦者の来場のタイミングに合わせた枚数
を配布するよう考慮することを指示した。なお、調査当日知覚した構造的制約要因や観戦
行動を促進した要因に回答してもらうことを防ぐため、質問紙の冒頭部分に、「あなたの今
までのスタジアムでのサッカー経験についてお聞きします」という教示文を示した。 
 
表 20 調査概要（研究Ⅲ） 
日程 調査場所 回収数 有効回答数 有効回答率 
2015 年 5 月 31 日（日） 関東地方にホームタウンを持つ J2 所属チーム C 291 229 78.69% 
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第３項 調査結果 
 分析に用いたサンプルの特性の結果は表 21 の通りである。本研究で用いるサンプルの
特徴として、男性が 7 割を超えており、観戦者の平均年齢は約 43 歳であった。なお、昨
シーズン観戦回数の平均は 12.52 回であった。 
 
表 21 サンプル属性（研究Ⅲ） 
項目 n % 項目 n % 
性別 
男性 170 74.2 
昨シーズン 
観戦回数 
（平均： 
１2.52 回） 
0 回 15 6.6 
女性 59 25.8 1〜5 回 47 20.8 
年齢 
（平均
42.99 歳） 
10 代 12 5.4 6〜10 回 32 14.2 
20 代 33 14.8 11〜15 回 27 11.9 
30 代 33 14.8 16〜21 回 105 46.5 
40 代 66 29.6 所要時間 平均 47.45 分 
50 代 59 26.5 同伴人数 平均 2.8 人 
60 代以上 20 9.0 自由裁量所得 平均 40,523 円 
 
 次の表 22 に示したのは、測定尺度として用いた項目の平均値と標準偏差を示したもの
である。なお、研究Ⅲでは、研究Ⅰで構造的制約要因項目が分散しなかったという点と、
より項目から最大の情報が引き出せる可能性があるため（村上、2013）、構造的制約要因
の項目を 9 段階のリッカート尺度（「大いに影響する」〜「全く影響しない」）を用いて測
定を行った。 
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表 22 構造的制約要因尺度及び観戦行動促進要因尺度 測定項目 
構造的制約要因尺度 M SD 
代替活動 
1 他レジャー活動 4.17 2.72 
2 他スポーツをする 3.11 2.42 
3 スケジュール合わない 5.08 3.11 
4 他スポーツ観戦 2.95 2.33 
5 家族と過ごす 3.82 2.71 
ハード面 
6 座席の位置悪い 3.77 2.37 
7 施設混んでいる 4.01 2.52 
8 スタジアム設備不十分 3.84 2.52 
9 トイレ汚い 4.25 2.74 
10 トイレ混雑している 4.24 2.44 
ソフト面 
11 スタッフの対応が悪い 4.05 2.62 
12 試合前のイベントがない 2.97 2.19 
13 チケットの特典がついていない 3.09 2.31 
14 テレビ放映される 3.28 2.51 
コスト 
15 試合にかかる費用が払えない 4.90 2.87 
16 チケットが無料でもらえない 2.68 2.35 
17 売店での商品価格が高い 3.80 2.47 
18 交通費払えない 4.43 2.95 
アクセス 
19 スタジアムまでの距離が遠い 4.85 2.81 
20 スタジアムまでの利便性が悪い 4.90 2.87 
21 スタジアムまで時間がかかる 5.21 2.83 
22 スタジアムまでのアクセス方法ない 4.46 3.12 
コアプロダクト 23 応援チームのパフォーマンス悪い 3.77 2.59 24 応援チームの今シーズン成績悪い 3.27 2.57 
天候 25 天候が悪い 4.06 2.81 26 気温が適温ではない 3.99 2.57 
観戦行動促進要因尺度 M SD 
チームへの愛着 
1 熱心なファンだ 5.93 1.52 
2 どのチーム相手でも試合が見たい 6.18 1.47 
3 チームの次にサッカーのファンである 5.18 1.90 
4 大ファンだと思う 5.82 1.63 
価値 
1 チケット価格に見合う価値を提供していた 5.08 1.50 
2 得たものは大きかった 5.28 1.44 
3 支払った費用に値した 5.17 1.46 
4 試合観戦の価値は高かった 5.08 1.47 
Note: 構造的制約要因 9 段階リッカート尺度・観戦行動促進要因 7 段階リッカート尺度 
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最初に、今回のサンプルにおいて、知覚している構造的制約要因の構成概念妥当性を再
度検証するため、最尤法を用いた確認的因子分析を行った。その結果は、表 23 の通りで
ある。「コスト」に含まれる、「チケットが無料でもらえない」（.23）及び「売店で売られ
ている商品価格が高い」（.21）と、「ソフト面」に含まれる「テレビ放映される」（.44）の
3項目の因子負荷量が基準値である.50を満たさなかった。尺度の収束的妥当性を示すAVE
の値も.40〜.72 の範囲に留まったものの、信頼性を示す CR の値は.26〜.52 と低い値を示
したが、尺度の内的整合性を示す、クロンバックのα係数は、.68〜.88 の間を取り、再検
討の必要があるとされる.50（小塩、2012）を下回る数値は算出されなかったため、尺度
の信頼性も担保されたと判断した。なお、モデル適合度は CMIN/df=3.61、CFI=.80、
RMSEA=.10 であった。 
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表 23 確認的因子分析の結果（構造的制約要因） 
因子名 項目 λ M SD AVE CR α 
1 代替活動 
1 他レジャー活動がある .73 4.17 2.72 
.50 .42 .83 
2 他スポーツがある .71 3.11 2.42 
3 スケジュールが合わない .77 5.08 3.11 
4 他スポーツ観戦する .65 2.95 2.33 
5 家族と過ごす .69 3.82 2.71 
2 ハード面 
6 座席の位置が悪い .81 3.77 2.37 
.58 .52 .87 
7 施設が混んでいる .78 4.01 2.52 
8 スタジアムの設備が不十分 .85 3.84 2.52 
9 トイレが汚い .68 4.25 2.74 
10 トイレが混雑している .66 4.24 2.44 
3 ソフト面 
11 スタッフの対応が悪い .72 4.05 2.62 
.40 .26 .69 
12 試合前のイベントがない .54 2.97 2.19 
13 チケットの特典がついていない .60 3.09 2.31 
14 テレビ放映される .44 3.28 2.51 
4 コスト 
15 試合にかかる費用が払えない .81 4.41 2.98 
.49 .23 .68 
16 チケットが無料でもらえない .23 2.68 2.35 
17 売店商品価格が高い .21 3.80 2.37 
18 交通にかかる費用を払えない .91 4.43 2.95 
5 アクセス 
19 スタジアムまでの距離が遠い .80 4.85 2.81 
.65 .46 .88 
20 スタジアムまでの利便性が悪い .86 4.90 2.87 
21 スタジアムまでの時間がかかる .80 5.21 2.83 
22 スタジアムまでのアクセス方法ない .76 4.46 3.12 
6 コア プロダクト 
23 応援チームのパフォーマンス悪い .88 3.77 2.59 
.72 .44 .84 
24 応援チームの今シーズン成績悪い .82 3.27 2.57 
7 天候 
25 天候が悪い .79 4.06 2.81 
.63 .32 .77 
26 気温が適温ではない .79 3.99 2.57 
Note: CMIN/df=3.61, CFI=.80, RMSEA=.10  
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 次に、観戦者の知覚している促進要因の構成概念妥当性と信頼性を確認するため、最尤
法を用いた確認的因子分析を行った。その結果は表 24 に示す通りである。 
 
表 24 確認的因子分析の結果（観戦行動促進要因） 
因子名 項目 λ M SD AVE CR α 
1 愛着 
1 私は、チーム名の熱心なファンだ .95 5.93 1.52 
.73 .79 .90 
2 どのチームが相手でも、試合が見たい .88 6.18 1.47 
3 私は、チーム名のファンで、次にサッカーのファンである .68 5.18 1.9 
4 私はチーム名の大ファンだと思う .90 5.82 1.63 
2 価値 
1 これまでのチケット価格に見合う価値を提供していた .80 5.08 .94 
.74 .84 .91 
2 
これまでの試合で費やした時間、費
用、労力を考えれば、得たものは大
きかった 
.85 5.28 .88 
3 これまでの試合観戦は、支払った費用に値した .91 5.17 .68 
4 全体的に、提供されていた試合観戦の価値は高かった .87 5.08 .90 
Note: CMIN/df=1.58 , CFI=.99, RMSEA=.05 
 
 観戦者の知覚している観戦行動促進要因の構成概念妥当性を確認した結果、すべての因
子負荷量（λ=.68～.95）が高い値を示し、収束的妥当性を示す AVE は、チームへの愛着
が.73、価値は.74 とそれぞれ基準値（≧.50）を満たした。また、信頼性を検証する CR（≧.60）
や内的整合性を示すクロンバックα係数（≧.50）も基準値を満たしていたことから、観戦
行動促進要因尺度の構成概念妥当性が担保されたとし、次の分析に進んだ。 
 観戦者の知覚している制約要因とチームへの愛着・価値が調整変数としての役割を果た
すかを検証するため、従属変数に再観戦意図をおいた、二要因分散分析を行った。今まで、
レジャー研究において、制約要因と参加を媒介する態度的変数がモデルに組み込まれてお
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り、その因果関係を検証した研究が行われているが（Alexandris et al., 2011; Hubbard and 
Mannell, 2001; Son et al., 2008b）、制約要因から態度的変数に直接的に引かれている因果
関係を説明する理論的根拠は存在していないため、今回の研究で用いるスポーツ観戦への
態度的変数を調整変数として用い、再観戦意図と制約要因の関係性を、二要因分散分析を
用いることで検証することとした。二要因分散分析において、主効果が見られたものに対
して、Bonferroni 法による多重比較を行った。まず、制約要因に含まれる 7 因子とチーム
への愛着・価値をそれぞれ合成得点化したのち、中央値を算出し、それぞれを低群・高群
（愛着：1〜6=低群、7=高群；価値：1〜5=低群、6〜7=高群；代替活動：1〜4=低群、5
〜9=高群；ハード面：1〜4=低群、5〜9=高群；ソフト面：1〜3=低群、4〜9=高群；コス
ト：1〜4=低群、5〜9=高群；アクセス：1〜5=低群、6〜9=高群；コアプロダクト：1〜3=
低群、4〜9=高群；天候：1〜4=低群、5〜9=高群）に分類した。なお、それぞれ分類した
サンプル数は表 25 に記載した通りである。 
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表 25 二要因分散分析のグループ分け 
因子 愛着Ｇ 制約Ｇ n 因子 価値Ｇ 制約Ｇ n 
代替活動 
低群 
低群 66 
代替活動 
低群 
低群 73 
高群 58 高群 56 
高群 
低群 68 
高群 
低群 64 
高群 32 高群 36 
ハード面 
低群 
低群 58 
ハード面 
低群 
低群 66 
高群 66 高群 63 
高群 
低群 64 
高群 
低群 60 
高群 36 高群 40 
ソフト面 
低群 
低群 43 
ソフト面 
低群 
低群 54 
高群 81 高群 75 
高群 
低群 66 
高群 
低群 59 
高群 36 高群 41 
コスト 
低群 
低群 56 
コスト 
低群 
低群 60 
高群 68 高群 69 
高群 
低群 64 
高群 
低群 65 
高群 36 高群 35 
アクセス 
低群 
低群 57 
アクセス 
低群 
低群 67 
高群 67 高群 62 
高群 
低群 60 
高群 
低群 54 
高群 40 高群 46 
コアプロダクト 
低群 
低群 56 
コアプロダクト 
低群 
低群 65 
高群 68 高群 64 
高群 
低群 62 
高群 
低群 56 
高群 38 高群 44 
天候 
低群 
低群 50 
天候 
低群 
低群 58 
高群 74 高群 71 
高群 
低群 63 
高群 
低群 60 
高群 37 高群 40 
 
 最初に、チームへの愛着の高低を調整変数に設定し、再観戦意図を従属変数にした二要
因分散分析を行った。その結果、すべての構造的制約要因の因子の低群・高群とチームへ
の愛着の低群・高群の交互作用は見られなかったものの、愛着の主効果はすべての因子に
見られた（F 代替活動（1, 223）=34.32, p<.001; F ハード面（1, 223）=34.62, p<.001; F ソフト面
（1, 223）=38.79, p<.001; F コスト（1, 223）=34.04, p<.001; F アクセス（1, 223）=35.78, p<.001; 
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F コアプロダクト（1, 223）=35.30, p<.001; F 天候（1, 223）=35.19, p<.001）。なお、制約要因
の主効果は見られなかった（F 代替活動（1, 223）=.99, p<.321; F ハード面（1, 223）=.336, p<.563; 
F ソフト面（1, 223）=2.62, p<.107; F コスト（1, 223）=1.00, p<.500; F アクセス（1, 223）=.689, 
p<.407; F コアプロダクト（1, 223）=.265, p<.607; F 天候（1, 223）=.251, p<.617）。この結果か
ら、チームへの愛着が再観戦意図に対して有意に影響し、制約要因は再観戦意図に影響し
ないことが明らかとなった。これより、制約要因の平均値が高かろうと低かろうと、再観
戦意図に影響するのは、チームへの愛着であることが伺える（表 26）。より詳しく、各因
子の結果をまとめたものが図 10 である。 
 
表 26 二要因分散分析の結果（チームへの愛着） 
因子 調整変数 （群） 
制約低群 
（SD） 
制約高群 
（SD） 
F 値 
（自由度） 
主効果 交互 
作用 愛着 制約 
代替活動 
愛着低群 6.47 （1.13） 6.25 （.94） .99  
（1, 223） 34.32
*** .99 .32 
愛着高群 7.00 （.00） 7.00 （.00） 
ハード面 
愛着低群 6.31 （1.20） 6.43 （1.05） .34  
（1, 223） 34.62
*** .34 .56 
愛着高群 7.00 （.00） 7.00 （.00） 
ソフト面 
愛着低群 6.15 （1.37） 6.50 （.78） 2.62  
（1, 223） 38.79
*** 2.62 .11 
愛着高群 7.00 （.00） 7.00 （.00） 
コスト 
愛着低群 6.50 （1.05） 6.25 （1.04） 1.33  
（1, 223） 34.04
*** 1.33 .25 
愛着高群 7.00 （.00） 7.00 （.00） 
アクセス 
愛着低群 6.28 （1.25） 6.45 （.81） .69  
（1, 223） 35.78
*** .69 .41 
愛着高群 7.00 （.00） 7.00 （.00） 
コアプロダクト 
愛着低群 6.31 （1.25） 6.42 （.85） .27  
（1, 223） 35.30
*** .27 .61 
愛着高群 7.00 （.00） 7.00 （.00） 
天候 
愛着低群 6.31 （1.26） 6.42 （.85） .25  
（1,223） 35.19
*** .25 .62 
愛着高群 7.00 （.00） 7.00 （.00） 
Note: 従属変数：再観戦意図, ***p<.001 
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図 10 チームへの愛着と構造的制約要因の各因子の二要因分散分析の結果 
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 チームへの愛着の低群と高群、知覚している構造的制約要因の低群と高群の組み合わせ
によって再観戦意図に与える影響の変化があるかの検証を行った（図 9 参照）。その結果、
代替活動とコストは、有意差はないものの、制約要因の平均値が低い愛着低群の観戦者よ
り制約要因をの平均値が高い愛着低群の観戦者の再観戦意図が陛下傾向にあることが明ら
かとなった。一方で、有意差はないものの、ハード面、ソフト面、アクセス、コアプロダ
クト、天候の制約要因を知覚していない愛着低群の観戦者より、上記制約要因を知覚して
いる愛着低群観戦者の方が、再観戦意図が高くなる傾向にあることが分かった。 
 次に、価値の中央値を算出し、低群と高群に分類し、価値低群・価値高群の中で知覚し
ている制約要因の各因子の高低と、再観戦意図の関係性を検証した結果が表 27 に記載さ
れている。チームへの愛着で見られた結果同様に、価値と制約要因の組み合わせによる交
互作用はすべての因子で見受けられなかった。しかし、価値において、すべての因子でそ
の主効果が認められた（F 代替活動（1, 223）=12.18, p<.001, F ハード面（1, 223）=12.78, p<.001, 
F ソフト面（1, 223）=14.51, p<.001, F コスト（1, 223）=10.78, p<.001, F アクセス（1, 223）=13.96, 
p<.001, F コアプロダクト（1, 223）=13.54, p<.001, F 天候（1, 223）=13.15, p<.001）。なお、制
約要因の主効果は見られなかった（F 代替活動（1, 223）=3.07 , p<.08; F ハード面（1, 223）=.016, 
p<.899; F ソフト面（1, 223）=.209, p<.648; F コスト（1, 223）=3.08, p<.33; F アクセス（1, 223）
=.032, p<.859; F コアプロダクト（1, 223）=.114, p<.736; F 天候（1, 223）=.07, p<.787）。この
ことより、価値が直接再観戦意図を規定している要因になっていることが明らかとなった。
より詳細に、因子ごとでの結果を示しているのが図 11 である。 
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表 27 二要因分散分析の結果（価値） 
因子 調整変数 （群） 
制約低群 
（SD） 
制約高群 
（SD） 
F 値 
（自由度） 
主効果 交互 
作用 価値 制約 
代替活動 
価値低群 6.53 （1.10） 6.38 （.87） .20  
（1, 223） 12.18
*** 3.07 .65 
価値高群 6.97 （.18） 6.72 （.74） 
ハード面 
価値低群 6.39 （1.18） 6.54 （.79） 2.12  
（1, 223） 12.78
*** .02 .14 
価値高群 6.95 （.22） 6.78 （.70） 
ソフト面 
価値低群 6.33 （1.32） 6.56 （.69） 2.59 
 （1, 223） 14.51
*** .21 .11 
価値高群 6.93 （.25） 6.80 （.68） 
コスト 
価値低群 6.51 （1.06） 6.43 （.97） .94  
（1, 223） 10.78
*** 2.89 .33 
価値高群 6.98 （.12） 6.69 （.76） 
アクセス 
価値低群 6.42 （1.18） 6.52 （.77） .52  
（1, 223） 13.96
*** .03 .47 
価値高群 6.91 （.45） 6.85 （.52） 
コアプロダクト 
価値低群 6.41 （1.20） 6.52 （.76） 1.99 
 （1, 223） 13.54
*** .11 .16 
価値高群 6.96 （.19） 6.77 （.68） 
天候 
価値低群 6.38 （1.24） 6.54 （.76） 2.86  
（1, 223） 13.15
*** .07 .09 
価値高群 6.97 （.18） 6.75 （.71） 
Note: 従属変数: 再観戦意図, ***p<.001 
 
 図 11 は、価値の低群・高群及び知覚している制約要因の高低と再観戦意図の関係性を
図に表したものである。結果、チームへの愛着と同様、有意差は認められなかったものの
代替活動とコストの制約要因において、制約要因を知覚していない価値低群の方が、制約
要因を知覚している価値低群より、再観戦意図が高くなる傾向にあり、ハード面、ソフト
面、アクセス、コアプロダクト、天候の制約要因においても、有意差は認められなかった
が、制約要因を知覚している価値低群観戦者の方が、制約要因を知覚していない価値低群
観戦者より再観戦意図が高い傾向にあることが明らかとなった。 
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図 11 価値と構造的制約要因の各因子の二要因分散分析の結果 
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第３節 考察 
 観戦者の知覚している 2 つの観戦行動を促進する要因を調整変数に設定した場合に、構
造的制約要因が再観戦意図にどう影響するかを検証するため、二要因分散分析を行った。
結果、チームへの愛着及び価値と制約要因の各因子においての組み合わせの効果は確認さ
れなかった。主効果を検証した際、どの制約要因も再観戦意図を規定しなかったが、チー
ムへの愛着及び価値が直接、再観戦意図を規定していることが明らかとなった。このこと
から、今回対象としたサンプルにおいては、制約要因の影響はなく、チームへの愛着や価
値といった、観戦行動促進要因が再観戦意図を規定していることが明らかとなった。 
 各因子について考察していくと、代替活動とコストの 2 つの制約要因において、チーム
への愛着低群・価値低群・高群ともに、それぞれの制約要因が高い群の方が、制約要因の
低い群と比較して、再観戦意図の平均値が下がっている傾向にあることが明らかとなった。
これらの群に属している観戦者はいくらチームへの愛着や価値をチームに対して抱いてい
たとしても、代替活動やコストといったスポーツ観戦をしている間に消費する時間や金銭
を知覚すると、制約要因として低く認知している群と比較して、再観戦意図に繋がりにく
いことが考えられ、これら 2 つの要因は制約要因として不可欠な要因であることの裏付け
となることが示唆された。実際、松岡（2010）も、スポーツ消費者は、金、時間、そして
エネルギーを費やして、スポーツを「みる」という形態を体験していると述べており、ス
ポーツ観戦者にとっても、スポーツ観戦と引き換えに、犠牲にしている時間や金銭を折衝
しないと、観戦意図につながりにくい可能性が考えられる。しかし、チームへの愛着を調
整変数においた時の愛着高群は、どの制約要因を基準にしようとも、再観戦意図は一定に
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高かったため、心理的ロイヤリティが極めて高い観戦者は、時間や金銭面に関係する制約
要因について気にしていない可能性がある。ここに関して、吉田ら（2013）でも、再購買
意図が高い消費者は特定ブランドを自ら快く再購入する意思が強く、たとえ金銭的、心理
的コストを伴っても実行に移る可能性が高いと述べており、研究Ⅲから導かれた結果は、
その指摘を支持する結果となった。 
 その一方、ハード面、ソフト面、アクセス、コアプロダクト、天候の 5 つの要因におい
ては、観戦行動を促進する要因の低群すべてのグループにおいて、制約要因の平均値が高
い群の方が、制約要因の平均値低群と比較して、再観戦意図が高い傾向にあることが明ら
かとなった。これら制約要因は、観戦経験に基づいて知覚する制約要因であると考えられ、
チームへの愛着低群や価値低群に属する観戦者のスタジアムでの観戦回数が他のグループ
と比較して低いからこそ、これら制約要因をたとえ知覚していたとしても、再観戦意図を
高く回答している可能性がある。実際に、表 28 の通り、チームへの愛着・価値低群であ
り、制約要因高群に属する観戦者の観戦回数は、制約要因低群より低く、観戦頻度が低い
から、これら制約要因を経験していない、経験していたとしてもその影響は小さい可能性
がある。 
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表 28 各グループ別昨シーズン観戦頻度 
因子 愛着Ｇ 制約Ｇ 観戦頻度 平均値 因子 価値Ｇ 制約Ｇ 
観戦頻度 
平均値 
代替活動 
低群 低群 11.18 
代替活動 
低群 低群 13.08 
高群 8.85 高群 10.71 
高群 低群 15.79 高群 低群 13.54 
高群 15.87 高群 12.38 
ハード面 
低群 低群 11.7 
ハード面 
低群 低群 12.72 
高群 8.84 高群 11.38 
高群 低群 15.90 高群 低群 14.51 
高群 15.64 高群 10.90 
ソフト面 
低群 低群 11.76 
ソフト面 
低群 低群 13.42 
高群 9.35 高群 11.08 
高群 低群 15.86 高群 低群 14.18 
高群 15.72 高群 11.46 
金銭的余裕 
低群 低群 12.45 
金銭的余裕 
低群 低群 13.44 
高群 8.35 高群 10.89 
高群 低群 15.14 高群 低群 13.53 
高群 17.05 高群 12.20 
アクセス 
低群 低群 11.78 
アクセス 
低群 低群 12.55 
高群 8.86 高群 11.59 
高群 低群 14.93 高群 低群 13.68 
高群 17.12 高群 12.34 
コア 
プロダクト 
低群 低群 11.32 
コア 
プロダクト 
低群 低群 12.44 
高群 9.25 高群 11.7 
高群 低群 15.67 高群 低群 14.30 
高群 16.05 高群 11.5 
天候 
低群 低群 11.38 
天候 
低群 低群 12.36 
高群 9.38 高群 11.85 
高群 低群 15.39 高群 低群 14.01 
高群 16.55 高群 11.65 
Note: J2 の試合数：最大 21 試合 
 
第４節 研究Ⅲのまとめと研究の限界 
 本研究では、チームへの愛着や価値を調整変数におき、構造的制約要因と再観戦意図の
関係性の検証を、二要因分散分析を用いて行った。その結果、チームへの愛着や価値と制
約要因の組み合わせの効果は検証されなかった。しかし、すべての制約要因において、チ
 87
ームへの愛着と価値が再観戦意図を規定していることが明らかとなり、これによって今回
のサンプルでは、構造的制約要因を緩和させる役割を、チームへの愛着と価値は持ち合わ
せていないことが明らかとなった。この理由として、今回用いた質問紙調査の対象から言
及することができる。研究Ⅲで対象としたサンプルの半数以上が、昨シーズン観戦回数が
10 回以上であり（n=132, 58.4%）、観戦者全体の平均観戦回数も 12.52 回であったため、
行動的ロイヤリティの非常に高いサンプルから情報を抽出していた可能性が考えられる。
このような行動的ロイヤリティの高いファンにとって、スタジアムに足を運ぶということ
は、日常的な行為であり、彼らにしてみれば構造的制約要因を認知していない、仮に制約
要因を認知していたとしてもスタジアムに足を運んでいる時点で、制約要因を乗り越えて
来ていることが考えられる。今後は、行動的ロイヤリティの高いファンだけに限らず、観
戦者数を伸ばしていくためには、「見せかけのロイヤリティ」や「潜在的ロイヤリティ」に
属する観戦者を対象に、知覚している構造的制約要因の検証を行う必要性がある。 
 本研究にも複数の限界がある。まずは、再観戦意図を７段階で回答を求めることに限界
があった点が挙げられる。チームへの愛着を高群と低群にグループ分けをするの際に、中
央値を算出したが、高群の中央値が「大いにあてはまる」の 7 であり、愛着や価値の低群
に属している観戦者でも、再観戦意図は「あてはまる」の 6 を超えていた。また、再観戦
意図が高かったとしても、実際に購買行動をとっているかは証明されておらず、予測妥当
性の観点から多くの問題が指摘されている（吉田ら、2013）。今後は、再観戦意図を測定
するリッカート尺度の幅を広げることや、包括的な質問項目ではなく、複数の項目を用い
て、再観戦意図を測定する必要がある。最後に、今回の研究では、構造的制約要因と観戦
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行動促進要因の関係性を検証する分析を行ったが、コスト因子に含まれる「チケットが無
料でもらえない」（λ=.23）と「売店で売られている商品価格が高い」（λ=.21）やソフト
面に含まれる「テレビ放映される」（λ=.44）の因子負荷量がそれぞれ、基準値である.50
を上回らなかった。さらにその影響を受け、各因子の収束的妥当性を示す AVE や CR も基
準値を満たしていない。今回の研究では、制約要因の構成概念妥当性の検証を主目的とし
なかったため、この 2 つの項目は分析から削除を行わなず、そのままの因子構造を用いて
分析を進めたが、今後観戦者の知覚している構造的制約要因を測定する尺度としての精度
を高めていくべきである。 
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第６章 総合論議 
第１節 研究結果及びインプリケーションのまとめ 
 本研究の目的は、スポーツ観戦者の知覚している、継続的な観戦行動を抑制する構造的
制約要因を明らかにし、観戦行動促進要因が、明らかとなった構造的制約要因を緩和させ
る働きを持っているかの検証を行うことにあった。この目的を果たすため、本研究を 3 つ
の研究から構成した。 
 まず、研究Ⅰでは、観戦者の知覚している構造的制約要因を明らかにし、性差・年齢差・
昨シーズン観戦頻度差において、知覚している制約要因が異なるかの検証を行った。結果、
観戦者の知覚している継続的な観戦行動を制約する要因として、「代替活動」、「ハード面」、
「ソフト面」、「コスト」、「アクセス」、「コアプロダクト」、「天候」の 7 つの側面があるこ
とが明らかとなった。また、性差・年齢差・昨シーズン観戦頻度差において知覚している
構造的制約要因にほぼ差がないことも示された。 
 研究Ⅱでは、チームへの愛着及び価値の 2 つの観戦行動を促進させる要因の構成概念妥
当性の再検証を行った。さらに、研究Ⅰ同様、性差・年齢差・昨シーズン観戦頻度の差に
おいて知覚している促進要因が異なるかの検証を行い、再観戦意図と累積的満足度にどち
らの変数がより強く影響するかの検証を試みた。結果、チームへの愛着・価値両方の構成
概念妥当性は担保され、チームへの愛着のみに性別と昨シーズン観戦頻度において、有意
に異なることが確認された。また、再観戦意図にはチームへの愛着が、累積的満足度には
価値がそれぞれ有意に影響していることが明らかとなった。 
 研究Ⅲでは、2 つの観戦行動促進要因を調整変数とし、7 つの構造的制約要因と再観戦
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意図の関係性の検証を試みた。その結果、チームへの愛着・価値と制約要因の組み合わせ
の効果は示されなかったが、チームへの愛着及び価値は、どの制約要因においても再観戦
意図を規定することが明らかとなった。構造的制約要因の因子ごとで見ていくと、時間や
金銭に関連した制約要因に関しては、制約要因として認知しているグループの方が認知し
ていないグループと比較して、再観戦意図が低下する傾向にある一方で、それ以外の制約
要因については、制約要因として知覚している群ほど、再観戦意図が高い傾向にあること
が示された。これはチームへの愛着や価値低群に属している観戦者は比較的他の群に属し
ている観戦者と比較して、スタジアムでの観戦経験が少ないため、それらがあることで継
続的な観戦行動をとりにくくなるという理解に繋がっていないことに原因があると考えら
れる。 
 本研究で明らかにした一連の研究結果から、学術面及び実践面に対して、インプリケー
ションを導出することができる。まず、学術的なインプリケーションとして、スポーツ観
戦者の知覚している構造的制約要因は、階層化されている可能性が考えられる。本論の冒
頭で、レジャー研究で紹介されている Leisure Constraints Theory（Crawford and Godbey, 
1987）で、レジャー参加者の知覚している制約要因は個人内・個人間・構造的と階層化さ
れていることを述べた。本論では、その中でも、structural constraints（構造的制約要因）
に着目したが、スポーツ観戦者の場合、ここの要因に含まれる７つの制約要因は、並列の
関係になく、時間軸が存在する可能性が考えられる（図 12 参照）。 
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レジャー趣向 個人間適合 参加（不参加） 
個人内制約 個人間制約 
代替活動 
コスト 
ハード面 
ソフト面 
アクセス 
コアプロダクト 
天候 
構造的 
制約要因 
 
 
 
 
 
図 12  スポーツ観戦における構造的制約要因階層モデル 
（Jackson et al. 1993 をもとに加筆修正）  
  
 マーケティング研究においても、消費者は商品を購買するプロセスにおいて、金銭的コ
ストや時間、心理的コスト を消費して、購買を決定していると述べている（吉田、2011）。
これはスポーツマーケティング研究でも同様のことが言われている。松岡（2010）は、ス
ポーツ消費者は金銭的コストや時間的コスト、エネルギーを消費して、スポーツ消費を行
っていると述べていることから、スポーツ観戦者にとっても、代替活動やコストといった
構造的制約要因は、スポーツ観戦を決定する際、乗り越えなければならない、最初に知覚
する制約要因となる。つまり、スポーツ観戦者は、観戦行動を行う時、犠牲にする時間や
金銭面についてまず吟味し、次に観戦経験を積み重ねることで知覚する構造的制約要因を
認知する。それらを乗り越える、あるいは折衝することができたら、スタジアムに足を運
ぶことができるのだと考えることができる。 
 さらに、レジャー研究において、スポーツ観戦とはカジュアルレジャーである（Stebbins, 
1982）という指摘がされていることについて議論を先行研究の検討で行った。しかし、行
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動的ロイヤリティの高いコアファンにとって、自分の愛着のあるチームを応援するために
スタジアムに足を運ぶということは、気軽に楽しむようなレジャー活動ではなく、「特別な
スキルおよび知識の習得と、その発揮にかなりの年季が必要であるからこそ、対象者にと
って充分に価値があり、興味が刺激されるような、アマチュア、愛好家、ボランティアと
いった人たちの組織的・系統的な趣味的活動」（西野、2004, p.58）と定義される、シリア
スレジャーに含まれることが考えられる。実際に Gibson et al.（2002）の研究では、フロ
リダ大学のフットボールファンにとって、週末チームの応援に行くことは、シリアスレジ
ャーと同等の行為であると述べられている。さらに、Green and Jones（2005）では、シ
リアスレジャーを行っている人の特徴として、忍耐強いことを指摘している。この忍耐が
あるからこそ、レジャー活動を行う際、知覚するとされている制約要因を自身の中で折衝
することが可能だと指摘されている（Green and Jones, 2005）。このように、サッカー観
戦とは一般的には、カジュアルレジャーの分類に包含される可能性もあるが、コアファン
にとって、サッカー観戦を行うということは、シリアスレジャーであることが示唆された。 
 また、本研究はレジャー研究で援用されている制約要因の概念を用い、スポーツ観戦者
を対象に進められており、観戦行動を促進する要因が制約要因を中和する働きを果たして
いるかの検証を試みた。その結果、これら 2 つの促進要因には制約要因を折衝する働きは
持ち合わせていなかった。この理由として、今回の研究のサンプリング対象となった者が
行動的ロイヤリティの高いファンであったという議論もあるが、そもそもスポーツ観戦は、
最初に知覚すると考えられる時間やコストといった、制約要因を乗り越えやすいレジャー
活動である可能性も考えられる。レジャー白書（2015）において、1 年間で行ったレジャ
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ー活動としてトップとなった国内観光旅行では、国内旅行の宿泊数平均 1.48 泊であり、一
回の国内旅行で 48,973 円消費するという報告がある（観光庁、2011）。また、近年エンデ
ュアランススポーツとして人気を博してきている、トレイルラン大会への平均大会参加費
は、14,134 円（株式会社日本能率協会総合研究所、2014）であり、長い大会で制限時間
が 8 日という大会も存在する。これらのレジャー活動は、本研究で調査対象となった J2
所属 3 チームの平均チケット金額 2,428 円と比較しても高価なレジャー活動であり、さら
にサッカー1 試合あたり 90 分程度終わるため、サッカー観戦というレジャー活動は、そこ
まで時間を要さない活動であると考えられる。 
 また、スポーツ観戦者やスポーツ参加者の制約要因を理解することは、実務的にも重要
であることが指摘されているが（Son et al., 2008b）、その中でも現場でマネジメント可能
な構造的制約要因を、単独でマネジメントしていけるような、方策を考える必要がある。
例えば、「ハード面」は施設に関わる制約要因が含まれていたが、試合を観戦しやすいよう
な座席環境に変更を加えることや、トイレを清潔に保つよう努力をすることで、制約要因
を単独で解消することができる。また、「天候」の制約要因を緩和するためには、全天候型
対応の屋根をつけることも考えられる。さらに、「ソフト面」は、施設内で提供されるサー
ビスについての内容であったため、スタジアム内でのサービスの充実はもちろんのこと、
サービスを提供するスタッフや従業員のトレーニングを徹底させることが重要である。し
かし、上記のような内容、とりわけスタジアムの立地や設備は変更することが不可能、あ
るいは困難であり（武藤、2013）、そう簡単にマネジメントできるものではない。また原
田（1997）は、これらがたとえ解消されたからといって、観戦行動の継続を生み、行動が
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習慣化されるわけではないと述べている。そこで、重要となる論点は、観戦者のチームに
対する愛着や、試合を観戦することに価値を見出すことであり、また高めていくことがで
きるかどうかという点である。実際に、今回の研究結果から、日常的にスタジアムでの観
戦行動を繰り返している観戦者は、制約要因の影響を受けず、チームへの愛着や価値が直
接的に再観戦意図に影響を及ぼしたことが明らかになった。このように、潜在的な制約要
因を解消するとともに、チームへの愛着や価値といった観戦行動から得られる要因を提供
し続けることが、継続的な観戦者の確保にとって極めて重要であることが分かった。特に
このマーケティング戦略は、フリンジファン（コアファンの周縁に位置するファン）（原田、
2008）をコアファン化させる上で重要となる。フリンジファンとは、「一応ファンである
と自認しているが、コアファンほどチームにはコミットせず、ブランドスイッチングの可
能性のあるファンである」（原田、2008, p.167）と定義されており、彼らが他のチームを
応援するようになるといった行為や、スポーツ観戦に充てた時間やお金を、他のレジャー
活動に充てることを防ぐためには、制約要因を理解し、解消していく努力が必要であり、
そのためにはチームへの愛着や価値を高めていくことが鍵となり得る。 
  
第２節 研究の意義と今後の課題 
 本研究の成果は、観戦者の減少という問題に直面しているチームやリーグにとって、観
戦者の知覚している構造的制約要因を理解するための有益な情報になり得る点がまず挙げ
られる。本研究では、観戦者の継続的な観戦行動を妨げる可能性のある要因を明らかにし
た。これら要因をマネジメントすることができれば、あるいは、これらを和らげるチーム
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への愛着を醸成させ、観戦への価値を見出すことができれば、観戦者減少を抑えられる可
能性が見込まれ、チームやリーグにとって重要な収益源を確保することができる。このよ
うな知見を実際の現場に示した点が本研究の実践的意義に位置づけられる。また、スタジ
アムへの観戦行動を日常的に行っている、行動的ロイヤリティの高いファンにとって、構
造的制約要因は再観戦意図に対して直接的な影響が見られなかったことから、このファン
層に対して、構造的制約要因を緩和させる戦略を施す必要はないため、その分他のフリン
ジファンなどといった、他の層に注力することができる。 
 他方、学術的意義のひとつ目として次の点を挙げることができる。従来のレジャー研究
においては、制約要因と参加行動の関係性を検証するにあたり、心理的態度要因が媒介変
数として用いられてきた。しかしながら、制約要因と心理的態度変数との関係性を示す理
論的背景がないまま、検証が行われていたことが課題であった。そこで本研究では、既存
のモデルを超え、制約要因と再観戦意図の関係性を示すのに、観戦行動を促進する要因を
調整変数として用い、その有用性を示した。しかし、本研究で用いられたサンプルでは制
約要因と促進要因の交互作用は確認されず、チームへの愛着と価値が制約要因を緩和ある
いは中和する役割を果たしていることを検証することはできなかった。有意差は見られな
いものの、各制約要因因子と促進要因の関係に、一定の傾向が見受けられたため、スポー
ツ観戦者の一連の意思決定プロセスを説明する上で、マイナスとプラスの両方の要因が関
係し合って、行動に影響している可能性が示唆された。この点が本研究における学術的意
義の 1 点目として位置付けられる。 
 学術的意義の 2 つ目として、観戦者の知覚している構造的制約要因が階層化されている
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可能性を示した点にある。制約の理論を援用したレジャー研究では、参加者がレジャー活
動への参加を決定するまでの間に知覚している制約要因を 3 段階の要因を用いて説明して
いたが、本研究では、制約要因の中で一番弱いとされている構造的制約要因は、階層化さ
れている可能性があることを示唆した。レジャー研究においても、構造的制約要因は階層
化されているという記述はされていないため、スポーツマーケティング研究に留まらず、
レジャー研究への新たな視座を与えることに寄与したと考えられる。 
 このように、本研究は複数の意義を成すことができたが、研究の限界や課題も次の通り、
存在する。まず、今回の研究では継続的観戦行動を妨げる要因、かつマネジメント可能な
構造的制約要因についてのみ着目したため、レジャー研究で提示されている個人内制約要
因や個人間制約要因については言及していない。マーケティングの観点からすると、スポ
ーツ観戦に対して興味・関心のない人も対象に研究が進められるべきであり、今後は「個
人内」制約要因のような、心理的な制約要因に着目していく必要がある。また、サンプリ
ングにも問題があった点も、研究の限界として挙げることができる。今回の質問紙調査で
対象となった観戦者の昨シーズン観戦頻度や再観戦意図、チームへの愛着が総じて高い結
果となったため、結果の解釈には注意が必要となる。J リーグ観戦者のファン層が開幕当
初から変化がなく、コア化してきていることを考慮した上で、なるべく質問紙をスタジア
ム内で配布するタイミングをずらすなどの工夫は行ったものの、なかなかスタジアム内で
網羅的に質問紙を配布・回収することができなかった。観戦者の観戦頻度によって、知覚
している制約要因や促進要因も異なるため、今後行われるべき研究として、観戦回数の少
ない観戦者に対しても、定量的な分析を行う研究が考えられる。例えば、スタジアム内で
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の調査だけでなく、試合が行なわれている同じ時間帯にスタジアムでは試合を観戦してい
ないサンプルやクラブ会員に対して調査を行うことで、より、観戦者の知覚している制約
要因とそれを促進する要因の関係性が明らかになると考える。3 つ目は、制約要因を尺度
で測定することの困難さに起因する。本研究でも、スポーツ観戦者が知覚している制約要
因を明らかにするため、3 つの異なる会場で調査を実施し、分析を行ったが、モデル適合
度や構成概念妥当性が安定しなかったため、尺度開発までは至らなかった。先行研究でも
観戦者の知覚している構造的制約要因に着目した研究では、RMSEA の値（RMSEA=.095）
が基準値を満たしていない研究もあり（Trail et al., 2008）、構造的制約要因を尺度化する
難しさが分かる。さらに、今回は関東地方にある J2 所属チームの観戦者を対象とした調
査を行ったため、異なる地域の J2 チームを対象とした場合には、異なる因子構造になる
可能性も否定できない。加えて、J1 所属チーム観戦者を対象とした場合や他のスポーツに
適用した場合にも、異なった因子構造になることも考えられる。今後、観戦者の構造的制
約要因の尺度を精緻化していくためにも、日本国内にあるスタジアムでの追加調査を行っ
ていくべきである。また、本研究で用いた、制約要因の概念はレジャー研究から援用して
きたものであるが、レジャー活動とは、「シリアスレジャー」と「カジュアルレジャー」で
分類されることが指摘されている。この 2 つの分類において、知覚している制約要因が異
なるといった議論は今まで行われていないが、カジュアルレジャーに含まれる受動的な娯
楽（テレビを見る、読書する、音楽を聴く）とシリアスレジャーに含まれる能動的な娯楽
（スキーをする、ハイキングをする）で知覚する制約要因が異なる可能性が考えられるた
め、対象とするレジャー活動によって知覚する構造的制約要因がそもそも異なる可能性に
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ついて議論すべきである。 
 最後に、制約の定義についても今後議論が必要となるであろう。本研究で用いた制約要
因の定義は、「観戦者個人が経験によって知覚している観戦行動を妨げる要因」としたが、
消費者行動研究においては、リスクといった概念もあり、今回の研究ではリスクに含まれ
る要因を対象とせず、研究を進めた。しかし、今後はリスクを含めた制約要因の定義につ
いての議論を行っていく必要があり、よりスポーツ消費者の意思決定プロセスに重要な情
報となり得るであろう。 
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